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１. はじめに

１－１. 本調査の背景と目的 

我が国の経済社会構造が急速に変化する中、限られた資源を有効に活用し、国民によ
り信頼される行政を展開するためには、各府省が、統計等データを積極的に利用して、
エビデンスに基づく政策立案（Evidence-Based Policy Making。以下「EBPM」という。）
を推進する必要がある。EBPM を政府全体で推進していくためには、各府省において政
策の目的と手段の因果関係を明確にし、エビデンスに基づく政策効果の把握・分析を行
う取組を進めることが重要となる。上記取組を効果的に進めていくために、総務省行政
評価局では、エビデンスの活用手法や課題について各府省と共有し、各府省における
EBPM の実践を後押ししている。

租税特別措置等（租税特別措置等とは、本邦の国税における 租税特別措置及び地方税
における税負担軽減措置等を指す。以下「租税特別措置等」又は「租特」という。ま
た、本調査対象国においては「租税支出（Tax Expenditure）」と呼ばれているが、本報告
書では、便宜上、各国の租税支出についても「租税特別措置等」又は「租特」という表
現に統一している）の分野における EBPM を推進する観点から、令和 4 年度「諸外国に
おける租税特別措置等の効果検証に係る調査研究」において、公表されている各種報告
書から諸外国が、どのような手法を用いて租税特別措置等の効果検証を実施しているの
か調査した。 

その結果、効果検証自体の調査設計やその結果については把握することができたが、
租税特別措置等の制度そのものを設計する際に、効果を測る上でどのような調査設計が
必要であると整理し、どのように制度として組み込むように検討したのか等、文献収集
のみでは把握できない事項があった。 

そのため、本調査では、今後、我が国において租税特別措置等の効果検証を行う際の
参考とするために、公開情報だけでは把握が難しい効果検証を実施するに当たっての工
夫した点や、制度として組み込むに当たっての留意点等の実態を、諸外国の政府関係機
関等へのオンラインや現地におけるヒアリング調査等を通して把握し、それを踏まえて
我が国への示唆を整理した。 

１－２. 本調査の実施概要 

本調査では、調査対象国としたオランダ、ドイツ、イギリス、スウェーデン、フラン
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スの 5 カ国おいて、過去に実施された租税特別措置等に関する効果検証事例を 1 つずつ
選定し、我が国において租税特別措置等の効果検証を行う際の参考となる有用な情報を
収集することによって、我が国への示唆を整理した。調査対象とした事例は表 １-1 のと
おりである。 

 

表 １-1 本調査で対象とした租税特別措置等の効果検証事例 

オランダ Evaluatie innovatiebox 2010-2012（2015）、2010-2019（2023） 

イノベーションボックス税制の効果検証事例 

ドイツ Evaluierung von Steuervergünstigungen（2019） 

租税特別措置等の横断的な評価事例 

イギリス Evaluation of the research and development tax relief for small and 

medium-sized enterprises（2019） 

R&D tax relief for SMEs の効果検証事例 

スウェーデン Evaluation of the tax incentive for private investors in Sweden

（2023） 

エンジェル投資家税額控除制度の効果検証事例 

フランス Place-based tax exemptions and displacement effects: An evaluation of 

the Zones Franches Urbaines program（2013） 

ZFU の効果検証事例 

 

なお、租税特別措置等には、税務申告以外の行政機関の承認を必要とするものと、承
認を必要としないものが存在する。行政機関の承認が必要な租特は、適用過程で行政記
録情報が蓄積されることによって、承認を必要としない租特と比べて分析に利用できる
データが多い可能性があり、各事例における前提として認識しておくことが望ましいと
考えた。これらを区別するため、便宜上、本調査においては、適用前に税務申告に加え
て行政機関の承認を必要とする租特を「事前認証あり型」、税務申告のみ必要とする租
特を「事前認証なし型」と呼称している。具体的には、オランダのイノベーションボッ
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クス税制 1とスウェーデンのエンジェル投資家税額控除制度 2が「事前認証あり型」、イ
ギリスの R&D tax relief for SMEs とフランスの ZFU が「事前認証なし型」に該当する
3。 

 

調査項目は、表 １-2 のとおり「効果検証の仕組み」と「効果検証事例」の 2 つに分け
て設計した。「効果検証の仕組み」については、租税特別措置等に限らない全般的な仕
組みとしての政策立案・政策評価制度や効果検証体制、職員育成を設定した。加えて、
効果検証の知見がどのように蓄積・共有されているかという視点で、先行研究のエビデ
ンスを分かりやすく整理した効果検証データベースを、効果検証に有用なデータ等を利
活用できる環境がどの程度整備されているかという視点で統計データの利活用状況を設
定した。その上で、租税特別措置等に直接的に関係する内容として制度の基礎情報等を
調査することとした。 

また、「個別事例」については、対象租特の政策に関連した政策全体のパッケージに
加え、効果検証の体制等のスキームを設定した。その上で、効果検証手法や当該租特の
効果のみを切り出すための工夫などを中心とした事前の仕込み、データの利活用、リサ
ーチデザインにおける工夫、実際の効果検証や分析結果の活用状況について設定した。
なお、日本との組織体制の違いや、租特成立の流れ、調査によって実際に収集できた項
目や粒度については事例によって異なる点に留意されたい。 

 

表 １-2 調査事項 

分類 観点 調査項目 

効果検
証の仕
組み 

全般 政策立案・政策
評価制度 

政策全般に関する前提である、その国（また
は地域、州）における政策立案・評価制度 

効果検証体制、
職員育成 

政策の効果検証を行う際の体制や、定量的な
分析を実施できる職員の確保・育成状況 

効果検証データ
ベース 

過去の類似政策の効果検証に係る先行研究等
のエビデンスをアーカイブ・参照できる仕組
み 

統計データの利
活用 

分析に有用な税務データ、公的統計、行政記
録情報の利用ルール・仕組み、利用する工夫 

 
1 税務申告前にオランダ税務当局に対して申告が必要となる他、イノベーションボックス税制の適用には WBSO（研究
開発賃金税控除）の申請と研究開発宣言の取得が必要である。 
2 制度を適用した投資家は対象のスタートアップから損益計算書を取得し、国税庁に対して所得税申告書にて請求を行
う。この時、スタートアップから取得した損益計算書の添付が必要である。 
3 ドイツの事例は複数租特の横断的な評価であるため、事前認証の観点での整理は行っていない。 
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分類 観点 調査項目 

租税特別
措置等 

制度等の基礎情
報 

各国の租税特別措置等の特徴、効果検証事例
を参考にする際に意識すべき日本との違い 

効果検証の指針 租税特別措置等の効果検証に係る統一的なガ
イドライン等の整備状況 

効果検証の課題 租税特別措置等の効果検証手法に係る課題 

効果検
証事例 

制度・ 
体制 

政策全体のパッ
ケージ 

当該租特が属する政策全体のパッケージ（補
助金、租税特別措置等、規制等）の状況 

効果検証スキー
ム 

効果検証の実施主体、スキーム、実施頻度、
期間、経緯、体制、予算等の基本的な事項 

リサーチ
デザイン 

効果測定指標・
論理のつながり 

租特等の目的及びその及ぼす影響の範囲、そ
れを踏まえた効果測定指標設定の考え方等 

処置群・対照群
の識別 

租特適用から処置群・対照群の特定（特に事
前認証や実施状況報告義務が無い場合） 

効果検証手法 制度、指標等の前提から、データ収集方法や
効果検証手法等をデザインする際の課題・工
夫 

租税特別措置等
のみの効果 

租特以外の関連する補助金による効果等を考
慮し、租特の効果のみを切り出すための工夫 

自己選択バイア
スの考慮 

政策手段が選択的に利用される問題（政策介
入以外の企業特性）への対処としての工夫 

効果検証 実施内容、工
夫・課題 

効果検証内容・結果、過程でのデータセット
作成（パネルデータ等）や変数、手法等の工
夫 

定性分析との組
み合わせ 

定量分析だけでなく、定性的な分析も組み合
わせて検証している場合、それらの連携状況 

分析の質の担保 分析を実施する際に、その質を担保するため
の対応 

結果活用 効果検証結果の
活用 

効果検証の結果について、その後の政策にど
のように活用しているか等、その活用状況 

 

調査方法としては、5 事例に対する事前調査としてデスクトップ調査実施後、オンラ
インヒアリングを主に 2023 年 11 月～12 月にかけて実施し、そのうちオランダとドイツ
の 2 事例については 2024 年 2 月に現地調査を行った。 

デスクトップ調査では、調査報告書などの文献レビュー、調査対象国の政府機関のウ
ェブサイトに記載されている情報の収集を行った。そこで十分に把握できなかった情報
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を中心に、効果検証の主体である政府機関や評価実施者に対してオンラインヒアリング
を実施した。そこで得られた情報・感触に基づき、我が国への示唆として有効な情報が
得られる可能性が期待でき、現地調査の受け入れ態勢に問題のなかったオランダとドイ
ツについては現地調査を実施した。具体的には、オランダの事例は、我が国においても
今後の重要テーマとなっていくことが想定されるイノベーション領域において、因果推
論による高度な手法が用いられている点が特に参考になると判断して選定することとし
た。ドイツの事例は、多くの租税特別措置等に対して、横断的に評価する仕組みであ
り、政策評価制度を所管する総務省行政評価局における業務の有用な参考情報になると
判断して選定することとした。本調査で実施したオンラインヒアリングの実施対象を表 

１-3 に、現地調査の実施対象を表 １-4 に示す。 

 

表 １-3 オンラインヒアリング対象 

調査対象国 組織名 役割 
オランダ Dialogic 

（イノベーション政策、サービスイノベーショ
ン戦略課） 

評価実施者 

財務省 

（租税政策局租税政策、分析課） 

政府機関 

経済・気候政策省 

（経済政策局） 

政府機関 

ドイツ ケルン大学 FiFo 公共経済研究所 評価実施者 

連邦財務省 

（租税政策局） 

政府機関 

イギリス London Economics 評価実施者 

内閣府 

（Evaluation Task Force） 

政府機関 

スウェーデン 4 Swedish Agency for Growth Policy Analysis/ 
Tillvaxtanalys 

（成長分析課） 

評価実施者・政府
機関 

フランス 5 INSEE 評価実施者 

 

 

 
4 スウェーデンの事例は評価実施者が政府機関自身であったため、効果検証の仕組みに関してもインタビューを実施 
5 フランスの政府機関へのインタビューは、在日フランス大使館経済公使参事官への質問表の送付を通じて実施 
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表 １-4 現地調査対象 

調査対象国 場所 組織名 役割 
オランダ ユトレヒト Dialogic 

（イノベーション政策、サービスイノベーシ
ョン戦略課） 

評価実施者 

ハーグ 財務省 
（租税政策局租税政策、分析課） 

政府機関 

ハーグ 経済・気候政策省 
（経済政策局） 

政府機関 

ドイツ ケルン ケルン大学 FiFo 公共経済研究所  評価実施者 
ベルリン 連邦経済・気候保護省 政府機関 

 

１－３. 本報告書の構成 

本報告書は全４章構成とする。 

第２章では、調査対象国における効果検証の仕組みの調査結果、第３章では、調査対
象国における効果検証事例の調査結果、最後に第４章では、本調査全体を通して得られ
た示唆について取りまとめた。 
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２. 調査対象国における効果検証の仕組み 

２－１. 各国の概要 

本調査における対象国では、政策評価体系、効果検証及び人材育成体制、効果検証に係る情報の整理状況（効果検証データベース）、租
特の効果検証に活用できる統計データの整備状況、租特の根拠法等がそれぞれ異なっており、日本との違いに着目しつつ、表 ２-1 のとお
り整理した。 

表 ２-1 各国の概要 

項目 日本 オランダ ドイツ イギリス スウェーデン フランス 

① 政策評価体
系 

 総務省行政評価
局が国全体の政
策評価制度全体
を所管し、各省
庁が自ら政策評
価を実施 

 事前・事後評
価：政策評価
法、政策評価法
施行令、政策評
価基本方針（閣
議決定）、その
下の各省の基本

 事前評価：省庁
間横断の MKBA

コアチームのガ
イドラインに基
づき、各省庁が
主体となって主
に社会的費用便
益分析を実施 

 事後評価：戦略
的評価アジェン
ダ（SEA）が導
入され、複数の
予算項目を内包

 事前評価：内務
省のガイドライ
ンに基づき、国
家法規監理委員
会（NKR）が主
体となって実施 

 事後評価：補助
金ガイドライン
に基づき、租特
の評価は財務省
が主体となって
実施。租特以外
は各省庁が主体

 事前評価：Green 

Book に基づき、
各省庁が主体と
なって主に費用
便益分析を実施 

 事後評価：
Magenta Book に
基づき、各省庁
による成果達成
プランを軸とし
た業務管理に応
じて実施 

 事前評価：法案
作成前にいくつ
かの重要事項に
ついて特別調査
官又は委員会が
調査 

 事後評価：財政
政策の枠組みに
おいて、財務省
又は会計検査院
が主体となって
予算政策目標が
どの程度達成し

 事前評価：各省
庁が主体となっ
て、首相直属の
政府事務総局の
ガイドラインに
沿って実施 

 事後評価：統一
された実施主
体・ガイドライ
ンは存在せず、
連邦議会及び会
計検査院（予算
組織法に基づ
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項目 日本 オランダ ドイツ イギリス スウェーデン フランス 
計画（3～5

年）、実施計画
（1 年）等に基
づき政策評価を
実施 

した政策テーマ
ごとに各省庁が
主体となって効
果検証の計画を
策定して実施 

となって実施。
歳出の見直しの
ための政策テー
マの評価は財務
省と各省庁で実
施 

ているか評価 き）、各省庁、
首相直属の独立
政策評価機関
France Stratégie
が実施 

② 効果検証及
び人材育成
体制 

 各省庁が政策効
果を自ら評価。
また、総務省行
政評価局では政
策の統一性また
は総合性を確保
するための評価
等を実施 

 総務省行政評価
局では政策評価
に関する統一研
修などの研修を
実施 

 租特含め政策を
所管する省庁ご
とに評価を実施 

 租特において
は、財務省、関
係省庁、学識
者、他省庁の部
門長で構成され
た運営委員会が
評価を実施 

 財務省では、修
士号を持つ人
材、数学、政治
学、経済学など
の知見を持った

 議会により毎年
定められる政策
テーマに基づ
き、財務省及び
関連省庁で歳
入・歳出への影
響を検証 

 租特において
は、財務省が中
心となって特定
の税の専門家と
連携しつつ評価
を実施  

 経済・気候保護
省では定量的な

 各省庁で、シニ
アアナリストと
政策チームで構
成された運営グ
ループを設立し
て、評価を実施 

 官民連携機関 
What Works 
Centres が独立し
た立場で分析を
実施 

 政策の執行機能
と評価・分析機
能が庁単位で切
り分けられてお
り、担当省庁の
分析庁が評価を
実施 

 リサーチ経験を
持つ人材や
Ph.D.を採用して
おり、研修や部
署のローテーシ
ョンを通じて知
見を高めている 

 France Stratégie
（独立政策評価
機関）では経
済、デジタル開
発、社会政策、
雇用と４つの部
門から政策テー
マごとに評価委
員会を組成 

 各省庁では統計
部署や分析部署
で定量的な分析
が実施できる人
材を確保してお
り、会計検査院
では職員に対し
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項目 日本 オランダ ドイツ イギリス スウェーデン フランス 
人材を採用して
いるほか、効果
検証の研修を実
施 

分析経験がある
人材を積極的に
採用はしておら
ず、評価の研修
も実施していな
い 

て事後評価に関
する研修を提供 

③ 効果検証デ
ータベース 

 総務省のサイト
に効果検証の取
組に関する情報
が掲載 

 財務省のサイト
で政策評価が一
覧 化 さ れ て お
り、評価の進捗
状 況 、 担 当 省
庁、政策領域等
から検索可能 

 効果検証につい
てまとめられて
いるサイトは確
認できなかった 

 省庁によって効
果検証結果をサ
イトで整理して
いる。例えば、
教育省の助成金
で設立された組
織 （EEF） は 、
「Teaching and 
Learning 
Toolkit」 に よ
り、施策の詳細
内 容 や 調 査 結
果、より効果的
に活用するため
のヒントなどを
公開 

 効果検証につい
てまとめられて
いるサイトは確
認できなかった 

 効果検証につい
てまとめられて
いるサイトは確
認できなかった 
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項目 日本 オランダ ドイツ イギリス スウェーデン フランス 

④ 租特の効果
検証に活用
できる統計
データの整
備状況 

 財務省は租特透
明化法に基づ
き、毎年 1~2 月
頃に適用実態調
査の結果（措置
ごとの適用数、
適用額等）を公
表している 

 担当省庁が独自
に実施している
アンケート調査
や、各種公的統
計調査の二次的
利用によるデー
タ取得が可能な
場合もあるが、
取得には一定程
度の時間がかか
る 

 磁気媒体（CD-R

等）でデータを

 企業レベルのデ
ータはオランダ
統計局に集約化
されており、分
析環境が整備さ
れているもの
の、利用には日
数分の料金がか
かる 

 VPN でのデータ
のアクセスが可
能 

 各措置の適用企
業の情報は財務
省の税務当局で
保有しており、
政府関係者は税
務当局の税務デ
ータを調べ、検
証に活用が可能 

 リサーチデータ
センター
（RDC）は高等
教育機関又は研
究を委託された
機関にのみミク
ロデータを有料
で提供してお
り、サイトでア
クセス申請が可
能 

 租特の適用企業
などの情報は揃
っていない 

 統計局のサイト
から研修を受け
た認定研究者の
み、アクセス申
請が可能 

 国家統計局によ
り政府の様々な
部門が保有する
行政記録データ
が研究者に提供
されており、租
特の適用企業の
情報などが整備
されている 

 VPN でのデータ
のアクセスが可
能 

 統計局のサイト
からミクロデー
タのアクセス申
請が行えるが、
申請には約 6 カ
月～12 カ月ほど
かかる 

 統計局のサイト
で企業登録簿の
データも提供さ
れており、国内
のすべての企業
の従業員規模、
売上高、輸出入
先の国のグルー
プ等が閲覧可能 

 データアクセス
の専用サイト
（MONA）でデ
ータのアクセス
が可能 

 複数の研究機関
と連携したデー
タアクセスセン
ター（CASD）
から、中央政府
が所有している
雇用、企業、国
務調査、アンケ
ートのデータが
取得可能 

 統計ミクロデー
タの取得には、
Statistical Secrecy 
Committee
（CSS）へ申請
が必要 

 SD-BOX を繋げ
てリモートアク
セスが可能  
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項目 日本 オランダ ドイツ イギリス スウェーデン フランス 
提供 

⑤ 租特の根拠
法等 

 税法の本則及び
租税特別措置法
（地方税法にお
ける税負担軽減
措置等において
は地方税法） 

 税法の本則及び
別の租税根拠 

 税法の本則  税法の本則及び
別の租税根拠 

 税法の本則及び
別の租税根拠 

 一般租税法典 
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２－２. 現地調査およびオンラインヒアリング対象国 

２－２－１. オランダ 

（１） 政策立案・評価制度について 

オランダにおける政策評価制度については、2018 年に改正・適用された政府会計法
（Comptabiliteitswet）により、各大臣には政策の有効性や効率性について政策評価を行
い、議会に報告することが義務付けられた。政策評価制度は財務省が所管しており、政
策評価に関する詳細なルールを設定する権限を有している。政策評価のルールは定期評
価調査規程（Regeling periodiek evaluatieonderzoek：以下「RPE」という）として取りまと
められており、直近では 2022 年にも改訂されている。また、2021 年に、政策評価の戦
略的な計画として戦略的評価アジェンダ（Strategic Evaluation Agenda：以下「SEA」とい
う）が段階的に開始された。SEA は財務省と各省内の財務部門が所管しており、移行期
間を経て、2024 年度から当該年度の予算を対象として本格的に実施される予定である。
SEA では、定期報告を含めた政策評価の計画と評価対象の優先順位付けが各省庁にて実
施されることとなっている 6。 

予算編成については、新政権の発足時に与党間で締結された連立合意に基づき行われ
ている。それに基づき毎年 9 月の第 3 火曜日に政府は次の会計年度の新予算を発表し、
各省庁は政策が網羅的に記載された予算書を議会へ提出する。政策評価については基本
的に各省庁が自ら政策の事前/事後評価を行っており、予算書や年次報告書に反映させて
年度ごとに議会へ報告している。議会は各省庁から提出された予算のレビューと承認、
決算のレビューを行う 7。 

事前評価について、オランダでは政策の準備段階として各省庁による社会的費用便益
分析（Maatschappelijke Kosten-Batenanalyses: MKBA’s）が行われており、省庁間横断の
MKBA コアチームが当該分析に係るガイドラインを整備している。また、政府会計法で
は下院に送られる全ての予算書について「目的」「政策手段」「財政的な影響」「有効
性」「効率性」「想定される評価方法」を記載するよう定められている 8。 

事後評価については、2018 年の政府会計法の改正前までは各予算項目に対する事後評
価は少なくとも 7 年に一度は実施するよう定められていた。現在では、SEA に基づき、
複数の予算項目を内包した政策テーマについて政策実施後 4～7 年で事後評価及びその報

 
6 オランダ財務省, ‘Evaluatiestelsel’, https://www.rijksfinancien.nl/beleidsevaluatie/evaluatiestelsel. (参照 2024-03-11) 
7 総務省,’オランダにおける租税特別措置等に係る政策評価における政策効果の把握・分析手法等に関する調査研究’, 
https://www.soumu.go.jp/main_content/000239115.pdf.(参照 2024-03-11) 
8 オランダ財務省, ‘Evaluatiestelsel’, https://www.rijksfinancien.nl/beleidsevaluatie/evaluatiestelsel. (参照 2024-03-11) 

https://www.rijksfinancien.nl/beleidsevaluatie/evaluatiestelsel
https://www.soumu.go.jp/main_content/000239115.pdf
https://www.rijksfinancien.nl/beleidsevaluatie/evaluatiestelsel


 

15 

 

告を行うことと定められている。また、評価期間中も期中評価が求められる。期中・事
後評価及びその報告については「Handreiking periodieke rapportage」「Handreiking data-

analyse voor beleid」等のガイドラインが作成されており、他にも政策担当者向けに、政
策評価手法やデータ収集方法の情報や National Academy が提供するビデオ研修などが
Toolbox として整備されている 9。 

 

 

現在、オランダでは事前/事後評価は SEA の一環として位置づけられている。SEA に
おいて評価対象とされているテーマ（以下、「SEA テーマ」という。」）は、政策立案者
や国会が必要としている情報や世の中のトレンドに基づいて決定されており、SEA によ
って、より重要な政策分野の費用対効果に対して、よりリソースを割いて評価が実施で
きるほか、重要な政策分野を改善していくための示唆を得ることも可能となる。2018 年
の政府会計法の改正前までは政策分析を行う際は各政策の評価結果に焦点が当てられて
おり、また予算項目に紐づく政策は全てばらばらに評価されなければならなかったこと
に対し、SEA では対象の政策テーマへ示唆を出すことに焦点を当て、また複数の政策を
まとめたテーマごとの評価が実施されている。このことで、他政策と影響し合う政策群
の包括的な評価が可能になった。これにより、他政策の影響が強く単独での評価が難し

 
9 同上 

図 ２-1 Toolbox 
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い政策（例えば保育補助など家庭支援の政策）への評価が行いやすくなった 10。 

SEA によって、重要な政策分野における費用対効果へより有用な示唆をもたらすこと
や、政策の有効性や効率性について議会へ説明するためにより有益な知見を与えるこ
と、政策改善へ適切な知見を得るための示唆が期待されている（図 ２-2）11。また、特
に重要な政策分野については部門間政策研究（Interdepartementale beleidsonderzoeken：
IBO）を行うためのチームが結成され、既存政策の代替となる政策案が検討される 12。 

 

 

SEA において各テーマは 4～7 年の期間で評価され、最後に定期報告（Periodieke 

rapportages）として 4～7 年の期間中に実施された政策のモニターや政策評価、事前研究
等がまとめられて報告される。SEA の適用期間は 4 年となっているが、評価に要する時
間を考慮し、4 年に 2～3 年のタイムラグを加えて 4～7 年としている。ただし 2 年ごと
に中間報告が実施されており、年次政策予算プロセスの一部として年次でも評価の実施
状況が更新されている。また、評価結果の報告では実施された評価の種類と対象となる
政策のフェーズに応じて到達すべき結論を 4 種類に分類している（図 ２-3）。「有効性・
効率性の条件」とは、例えばプロセス評価や政策のアウトプットやアウトカムを監視す
ることが該当する。「有効性・効率性の条件についての予備的結論」とは、政策に適用
された政策理論についての事前研究や政策の中間目標に対する評価、「有効性・効率性
の結論及び条件」が最終的な事後評価に相当する。各省庁は毎年、重要な社会的・財政
的政策課題についての SEA テーマごとに対象の効果検証名とその種類（事前・期間中・
事後）、公表時期、効果検証の詳細、予算条項との関連性（説明責任を果たすため予算
項目すべてがカバーされているか確認のため記載）などの情報を記載した一覧を図 ２-4

 
10 オランダ財務省, 現地ヒアリングより 
11 同上 
12 オランダ財務省, ‘Evaluatiestelsel’, https://www.rijksfinancien.nl/beleidsevaluatie/evaluatiestelsel. (参照 2024-03-11) 

図 ２-2 SEA へ期待されているもの 

https://www.rijksfinancien.nl/beleidsevaluatie/evaluatiestelsel
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のような形式で議会へ提出しなければならない 13。 

 

  

 

本調査の主眼である租特（Tax expenditure）について、オランダでは「具体的な政策目
標があること」「受益者への税控除であること」の 2 つの条件を満たすものと定義してい
る。ただし、税の免除が制度によって特別に実施されているものなのか、それとも制度
自体の性質なのか判断することが難しく、租特を定義することは困難である。なお、国
によって租特の定義が異なるためドイツや他の OECD 諸国と比べてオランダの租特は割
合が高い（GDP の約 15%）。現状 100 本以上の政策が租特の条件を満たしており、財政

 
13 オランダ財務省, 現地ヒアリングより 

図 ２-4  SEA に基づく議会への提出内容 

図 ２-3 定期報告における分類 



 

18 

 

への影響は 1,500 億ユーロ（約 24 兆円）で税収の約 25%にあたるため、租特は SEA の
中で評価が行われる対象となっている。租特については財務省と関係省庁が共同で責任
を負うが、税制全体と予算を所管している財務省の方がより責任が大きい。なお、租特
の中でも、複数の政策分野を横断するものや財政へ大きな影響をもたらすものは財務省
が主導している。また、財務省の中には SEA を所管する The Inspectorate of the Budget や
各省庁に対して総合的な助言を行い政策評価のプロセス全体を監督する The general 

advisor of the minister、租特のシステム・評価を所管する The tax policy and analysis unit が
存在する。なお後述のイノベーションボックス税制への効果検証は SEA の一環として実
施されており、The tax policy and analysis unit の所管である 14。  

 

 

租特を新たに導入する際は RPE に基づく評価フレームワークである租特評価（Tax 

Expenditure Assessment:以下「TE Assessment」という）（表 ２-2）を満たす必要があり、
また全ての租特は RPE のガイドラインに基づいて定期的に事後評価されている。なお、
RPE2022 では、この定期的な事後評価において各政策が効果的かつ効率的か、TE 

Assessment を満たすかを確認するよう求めている。租特の評価は各省庁が外部の機関へ
発注することもできるが、省庁内で行うこともできる。省庁内で評価を行う場合、独立
性が保証されていることが重要であり、対象政策の担当省庁から独立した委員長、独立
した学識者、財務省、関係省庁から構成される評価委員会にて評価の質を担保している
15。委員長は通常、評価される政策へ関与していない省庁の部門長が選ばれ、委員会内

 
14 オランダ財務省, 現地ヒアリングより 
15 同上 

図 ２-5 租特の政策評価に対する責任の構図 
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での意見が割れた場合は委員長が最終判断を行う 16。 

表 ２-2 TE Assessment の項目 

TE Assessment Framework 

Q1 政策課題は明確か 

Q2 政策目標は明確に宣言されているか 

Q3 財政的な介入が必要である理由が証明できるか 

Q4 直接的な補助ではなく間接的な補助が望ましい理由は証明できるか 

Q5 直接的な補助ではなく租特が望ましい理由は証明できるか 

Q6 評価手法は十分確立されているか 

Q7 サンセット条項 17は適用されるか 

 

効果検証の結果、租特に対してネガティブな評価結果が出た場合、原則廃止又は改善
されるよう RPE で定められている。また、透明性の確保のため、結果は議会に送られて
誰もが参照することができる。図 ２-6 では 2001 年～2023 年に新たに導入された租特と
廃止された租特の件数を年ごとにプロットしているが、実際近年は新たに導入された租
特よりも廃止された租特の方が多い 18。 

 

 
16 オランダ経済・気候政策省, 現地ヒアリングより 
17規制について一定期間でその必要性について見直しを行うことを定めた条項 
18 オランダ財務省, 現地ヒアリングより 

図 ２-6 2001 年以降新設・廃止された租特の数 
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（２） 効果検証の体制 

前節で述べた効果検証の体制図を図 ２-7 で図示した。 

今回ヒアリングを行った経済・気候政策省では、資金提供を行っている Central 

Economic Bureau へ政策評価を委託することもある 19。会計検査院は各省庁に対して監査
業務や評価業務、調査研究を実施し、各政策のパフォーマンス評価を行っている 20。 

 

 

効果検証にかかる人材確保・育成については、例えば財務省の一部局 the tax policy and 

analysis unit では修士号を持つ人材を多く採用しており、数学・政治学・経済学など様々
なバックグラウンドを持つスペシャリストが多く存在しているが、スペシャリストとジ
ェネラリストの両方を雇うことによって、アイデアの発案や情報交換を行う際のダイバ
ーシティを意識している 21。また、オランダ政府内にはエコノミストが揃っている部署

 
19 オランダ経済・気候政策省, 現地ヒアリングより 
20 オランダ会計検査院, ‘What we do’, https://english.rekenkamer.nl/about-the-netherlands-court-of-audit/what-we-
do/performance-audit. (参照 2024-03-11) 
21 オランダ財務省, 現地ヒアリングより 

図 ２-7 効果検証体制（オランダ） 

出所）オランダ財務省, ‘Evaluatiestelsel’、オランダ会計検査院, ‘What we do’、オランダ経済・気候政策省へのヒアリング

結果を基にデロイトにて作成 

https://english.rekenkamer.nl/about-the-netherlands-court-of-audit/what-we-do/performance-audit
https://english.rekenkamer.nl/about-the-netherlands-court-of-audit/what-we-do/performance-audit
https://english.rekenkamer.nl/about-the-netherlands-court-of-audit/what-we-do/performance-audit
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も存在しており、例えば財務省の中には約 200 人のエコノミストが在籍している 22。ま
た、財務省の研修機関である National Academy は、経済、会計監査、法律、税制改正プ
ロセスのシミュレーション、マネジメントに関する研修を各省庁向けに提供しており、
その中には政策評価のコースも存在する 23。 

 

（３） 効果検証データベース 

オランダ政府は多くの政策について政策評価を実施しているが、これらはオランダ財
務省のサイトに一覧で掲載されている。また、政策評価の結果だけでなく、進行中・中
断した評価についてもその結果が確認できる。政策評価結果は担当省庁や政策領域（財
政と国際、開発協力、学校等）、進捗状況（発表済、完了、進行中、中断、延期のいず
れか）等から検索することができ、一覧には政策名や担当省庁、担当領域、進捗状況、
評価の目的（定期報告、IBO、政策の見直し等）、完了予定時期等が記載されている。ま
た各政策の詳細ページへ遷移すると、評価の進捗状況に関する詳細情報や実際のレポー
トを確認することもできる 24。 

 

 

 
22 オランダ経済・気候政策省, 現地ヒアリングより 
23 オランダ財務省, 現地ヒアリングより 
24 オランダ財務省,’ Ingepland en uitgevoerd onderzoek’, https://www.rijksfinancien.nl/beleidsevaluatie/onderzoek. (参照 2024-
03-11) 

図 ２-8 政策評価の一覧ページ 

https://www.rijksfinancien.nl/beleidsevaluatie/onderzoek
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（４） 統計データの利活用 

オランダでは業務データ（Administrative data）が利用可能である。例えば、政府関係
者は財務省の一部である税務当局が保有している業務データを調べることができる。
2015 年のイノベーションボックス税制の効果検証においても、評価実施者は租特適用企
業のリストを財務省から入手している。また、企業レベルのデータについては、オラン
ダ統計局のミクロデータへアクセスすることで入手が可能である。データを扱うために
は特別な承認が必要である。また、オランダ統計局がまとめたデータへのアクセスには
日数分の料金（通常合計で 5,000～10,000 ユーロ（80 万～160 万円））を支払う必要があ
る 25。 

統計データの整備について、経済・気候政策省がオランダ統計局に協力し統計データ
の集約・共有を可能としたことでミクロデータが飛躍的に提供しやすくなった。また、
欧州委員会の規則に準拠して、統計の 7～8 割は EU 域内で統一されており、収集データ
はルクセンブルグの欧州連合統計局に送付することが義務付けられている 26点も統計デ
ータの充実に寄与している。 

データへのアクセスについて、統計ミクロデータのページへはオランダ統計局のトッ
プページ下部から直接アクセスできる。ただしヨーロッパのプライバシー規定などによ
り、統計ミクロデータを取得するには一定の要件を満たす必要があり、民間企業が政府
機関からの委託でアクセスを求める場合は、リサーチクエスチョンを提供する必要があ
る。許可が下りると統計局と 2 年間の包括契約が結ばれ、データ環境（仮想専用通信
網）へリモートにてアクセスできるが、利用前にデータ使用のための倫理規定を確認す
る必要がある 27。そのほか、プロジェクトリクエストにて許可された利用者のみが閲覧
でき、同じ機関に所属していてもアクセス権がない者は閲覧できない 2829。 

なお、公的機関や政府から委託を受けた民間企業の場合、オランダ統計局に追加で必
要な統計ミクロデータの集計の依頼が可能である 30。 

 

 
25 Dialogic, 現地ヒアリングより 
26 同上 
27 同上 
28 同上 
29 今回ヒアリングを行った民間シンクタンク Dialogic では 30～40 名の研究者が在籍しているが、統計局のリモート環
境にアクセスできるのは 5～6 名に限られている。 
30 オランダ統計局, ‘Microdata: Conducting your own research’, https://www.cbs.nl/en-gb/our-services/customised-services-
microdata/additional-statistical-research. (参照 2024-03-11) 

https://www.cbs.nl/en-gb/our-services/customised-services-microdata/additional-statistical-research
https://www.cbs.nl/en-gb/our-services/customised-services-microdata/additional-statistical-research
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（５） 租特の基礎情報 

オランダの租税体系は、国税を中心としており 31、地方税は自動車税・固定資産税等
ごく一部に限られる。税制立案機関は財務省で、税務執行機関は国税・関税執行局であ
る。 

法人税については、納税義務者は、有限会社、株式会社、協同組合、相互保険会社、
特定の公共企業等である。課税標準は、課税所得から繰越損失等を控除して算出され
る。法定税率及び実効税率は、共に 25.8%である。課税期間は、事業年度であり、これ
は通常暦年である。申告期限は原則として翌年の 6 月 1 日で、納付期限は通知後 6 週間
以内である。課税方式は、賦課課税方式が採られている 32。 

租税特別措置等については、法的根拠は、税法の本則及び別の租税根拠である。租特
の定義は、「法律の定めに従って行われる税収の喪失や税収の先送りをもたらす『政府
による支出』と考えられ、税法により企図された租税制度とは一線を画すもの」とされ
ている。適用実態は、下院（Tweede Kamer der Staten-Generaal）で公表されている。 

 

２－２－２. ドイツ 

（１） 政策立案・評価制度について 

ドイツでは、2000 年に改定された連邦省共通事務規制（Joint Rules of Procedure of the 

Federal Ministries：GGO）によって、各省庁の政策立案プロセスがルール化されており、
事前評価が義務付けられている。事前評価では、立案しようとする政策案に関して、政
策の見直し及び効果検証を実施する予定の有無、また実施する場合はその実施時期を明
示する必要がある 33。 

事前評価は、2006 年に連邦首相府に設立された国家法規監理委員会（National 

Regulatory Control Council: NKR）34が主体となり、各担当省庁と連携して実施してお
り、実施手順は内務省が策定する事前評価に関するガイドライン（Arbeitshilfe zur 

Gesetzesfolgenabschätzung）表 ２-３に基づいている 35。 

 
31 代表的な例として、所得税[Wet inkomstenbelasting 2001]、賃金税[Wet op de loonbelasting 1964]、法人税[Wet op de 
vennootschapsbelasting 1969]が挙げられる。 
32 同上 
33 BMI “Joint Rulse of Procedures” Joint Rules of Procedure of the Federal Ministries (GGO) (bund.de) 
34 NKR は事前評価が主たる業務である 
35 BMI “Arbeitshilfe zur Gesetzesfolgenabschätzung” 
https://www.bmi.bund.de/SharedDocs/downloads/DE/veroeffentlichungen/themen/verfassung/arbeitshilfe-
gesetzesfolgenabschaetzung.pdf?__blob=publicationFile&v=4  

https://www.bmi.bund.de/SharedDocs/downloads/EN/themen/moderne-verwaltung/ggo_en.pdf?__blob=publicationFile&v=1
https://www.bmi.bund.de/SharedDocs/downloads/DE/veroeffentlichungen/themen/verfassung/arbeitshilfe-gesetzesfolgenabschaetzung.pdf?__blob=publicationFile&v=4
https://www.bmi.bund.de/SharedDocs/downloads/DE/veroeffentlichungen/themen/verfassung/arbeitshilfe-gesetzesfolgenabschaetzung.pdf?__blob=publicationFile&v=4
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主な評価項目として、政策による経済、環境、サステナビリティ、社会的な影響、歳
入及び歳出への影響、行政機関における行政手続コストがある。特に、ドイツ国内産業
（特に中小企業）への影響、消費者への影響については詳細な説明が必要であり、消費
者への影響は連邦食糧・農業省と連携しながら整理している。 

表 ２-３事前評価ガイドライン 

Arbeitshilfe zur Gesetzesfolgenabschätzung の評価ステップ 

Step 1 政策分野の分析 

Step 2 政策目的の明確化 

Step 3 政策代替案の作成 

Step 4 政策代替案と比較して分析（経済・環境・社会的な影響、サステナビ
リティへの影響、実行可能性、効率性などについて分析） 

Step 5 調査結果のまとめ 

 

事前評価は議会における予算案の協議の際にも実施されている。予算は、予算法
（Haushaltsgesetz）において定められており、予算案は連邦財務省（以下、単に「財務
省」という）によって作成され、7 月ごろに内閣の閣議決定が行われた後、8 月ごろに議
会提出され、審議を経て 12 月までに次年度の予算が承認される。議会などで予算案が協
議される際には、外部モニタリングとして連邦会計検査院（BRH）がコスト面での事前
評価を実施し、予算案や政策に関する提言をしている 3637。 

事後評価は、予算法ですべての政策の評価が義務付けられているわけではないが、毎
年政策テーマごとの歳出の見直し（Spending Review）を実施している。当該評価は議会
が政策テーマを決定しており、評価の実施主体は財務省及び政策テーマに関与している
各担当省庁である。また、評価を実施する職員は、各担当省庁の事務次官で形成された
歳出評価の運営委員会（Spending Committee。ワーキンググループ）が選定する。ワーキ
ンググループは、表 ２-４を基に財務省職員がグループ長として評価を主体的に実施し
ている。 
  

 
36 調査及び立法考査局財政金融課「米英独仏の補正予算制度」、
https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_9914192_po_0904.pdf?contentNo=1  
37 成田憲彦「ドイツ予算過程」https://surugadai.repo.nii.ac.jp/record/2022/files/Hikaku.23.111.pdf 

https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_9914192_po_0904.pdf?contentNo=1
https://surugadai.repo.nii.ac.jp/record/2022/files/Hikaku.23.111.pdf
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表 ２-４歳出評価基準 

歳出評価基準 

政策の目的 

目的の達成度合い（効率性） 

効率的に達成できているか（費用対効果） 

  

また、政策テーマに関する事後評価（Spending Review）とは別に、租特以外の事後評
価は主に各担当省庁で実施されている。一方で、租特の事後評価は財務省が管轄してお
り、2 年に 1 度、財務省が自ら租特や助成金の歳入及び歳出への影響に関する補助金レ
ポート（Subsidy Report）を作成し、議会に提出している。なお、2015 年 1 月 28 日連邦
内閣決議により定められた租特及び助成金に関する補助金ガイドライン（Subsidy 

Guideline）では、表 ２-５の通り、租特の目標達成度合い、効率性、透明性、サステナ
ビリティに関する定期的な評価などについて言及している。サステナビリティに関する
評価とは、持続可能性戦略に基づき各テーマ（例：貧困、健康、気候変動など）に与え
る影響について評価するものである。なお、補助金ガイドラインは、様々な政治的な局
面に対応する方法について一般的な助言を行う性質のものであるため、具体的・詳細な
内容にはなっていない。一方で、補助金ガイドラインに基づいて評価を、実施すること
が義務付けられているものではない 38。 

表 ２-５ 補助金ガイドラインの事後評価に関する記述の一部 

補助金ガイドラインの事後評価に関する記述の一部 

目標は評価がされやすいように設定すべきである 

成長、分配、競争、環境に対する影響を考慮し、Subsidy Report で政策のサステナビリ
ティについて言及すべきである 

政策の目標達成、効率性、透明性の観点から定期的に事後評価を行うべきである 

既存の租特は助成金又は財政への負担がより最小限に抑えられる措置に置き換えるこ
とを目的として見直されるべきである 

 
38 BMF “29th Subsidy Report” https://www.bundesregierung.de/breg-de/suche/29-subventionsbericht-
2217644#:~:text=Das%20Bundeskabinett%20hat%20am%2030,Zeitraum%202021%20bis%202024%20dar. 、ドイツ財務省, 
FIFO 研究者, ヒアリングより 
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租特評価の活用においては、ドイツでは税制改正の正式なタイムライン及びプロセス
が存在しないため、既存の租特を廃止・見直すことは難しく、租特の評価の活用が難し
い。また、租特は各担当省庁の予算に入らないことから、租特を廃止・見直すメリット
が各担当省庁になく、再設計や廃止が他の政策に比べてより難しい。このため、補助金
ガイドラインでは、表 ２-６の通り、新たに経済的支援策を導入する場合、補助金の導
入（租特の導入含む）について言及しており、租特よりも助成金を優先すべきであり、
適用期限を設けるべきと定めている。租特の廃止が難しいことから、ドイツでは古い租
特が多く、目的が適切に整理されていないケースが多い。 

表 ２-６ 補助金ガイドラインの租特の導入に関する記述の一部 

補助金ガイドラインの補助金導入に関する記述の一部 

新たな補助金は、他の施策と比較して最適な手段であり、費用対効果の観点からも効
率的である場合にのみ導入される 

基本的には助成金という形で政策は導入されるべきである 

新しい経済的支援策は適用期間を設けるべきである 

 

また、補助金レポートでは租特の定義が整理されており、「歳入の減少をもたらす企
業や特定の業種に有利な税金の免除」と定められている。他の国と比較しても、ドイツ
における租特の定義は非常に狭義であることが課題とされている。例えば、オランダで
は VAT（付加価値税）は租特と見なされているが、ドイツでは租特と分類されていない
39。 

（２） 効果検証の体制 

ドイツにおける事前評価は NKR が主体となって各担当省庁と連携しつつ実施してお
り、租特以外の事後評価は各省庁の効果検証の専門部署が主体で実施されている。租特
の事後評価及び毎年実施する政策テーマごとの歳出の見直し（Spending Review）につい
ては、財務省が主体となって実施しており、租特の事後評価については補助金レポート
で結果が取りまとめられている。補助金レポートを取りまとめる際には、租特を担当し
ている省庁の税に関する専門家と連携している。また、取りまとめられた補助金レポー
トは、各担当省庁を交えて議論した後、会計検査院（BRH）や議会に提出される。会計

 
39 同上 
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検査院は議会の予算委員会と連携して、提出されたレポートについて財務省に勧告して
いる。40 

 

図 ２-9 ドイツの効果検証体制 
出所：ドイツ財務省、ドイツ経済・気候保護省、BMI “Joint Rules of Procedures”を基にデロイトにて
作成 

 

なお、ドイツ経済・気候保護省では、特別に定量的な分析経験がある人材の採用など
は行っておらず、効果検証に関する研修も実施していない。特別なニーズがある場合
は、職員の中に適切な人材がいるか、都度確認を行っている。41 

表 ２-７ドイツ政策評価実施主体 

政策 政策評価分類 財務省 NKR 各省庁 

租特 事前評価  〇  

事後評価 〇   

それ以外 事前評価  〇  

事後評価   〇 

 

 
40 同上 
41 ドイツ経済・気候保護省, ヒアリングより 
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（３） 統計データの利活用 

ドイツには、リサーチデータセンター（RDC）という研究目的での利用に係る統計ミ
クロデータの提供を行っている機関があり、連邦統計局が調査・収集する統計データ
と、連邦州が調査・収集する統計データをまとめている。また、リサーチデータセンタ
ーの提供する統計ミクロデータは、オンライン及び現地利用でアクセスできるようにな
っている。ただし、リサーチデータセンターのデータは連邦統計法（Federal Statistics 

Law：BStatG）に基づき、高等教育機関又は研究を委託されたその他の機関にのみデー
タ利用が限定されている。42 

 

図 ２-10 リサーチデータセンターのサイト 
出所：Research Data Centre (forschungsdatenzentrum.de) 

 

統計ミクロデータの利用を希望する者は、紙又はオンラインでの申請が必須であり、
研究機関の住所、データを使用するすべてのユーザー、プロジェクトの概要、分析手
法、必要とするデータ及び年度、データへのアクセス方法、連携している研究機関、デ
ータの活用方法について情報提供が必須である。認可されると、1 年分の各統計ミクロ

 
42 Research Data Centre  Research Data Centre (forschungsdatenzentrum.de) （参照 2024-3-12） 

提供データ データ使用方法 RDC とは サービス 

https://www.forschungsdatenzentrum.de/en
https://www.forschungsdatenzentrum.de/en
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データのアクセスに 4 万円（250 ユーロ）の費用が発生し、データは 3 年間使用でき
る。一方で、博士論文や修士論文のためにデータを使用する場合などは、アクセス費用
の割引を行っている。43 

 

図 ２-11 ミクロデータへのアクセス費用 
出所: Research Data Centre (forschungsdatenzentrum.de) 

 
 

図 ２-12 ミクロデータへのアクセス方法 
出所: Research Data Centre (forschungsdatenzentrum.de) 

 
43 同上 

データ使用金額 

250 ユーロ 

現地利用方法 リモートでの利用方法 

https://www.forschungsdatenzentrum.de/en
https://www.forschungsdatenzentrum.de/en
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統計ミクロデータの利用について、ヒアリングを行った評価実施者からは、税務デー
タの研究目的の使用が課題とされている。評価実施者によると所得税のミクロデータ、
収入、消費、世帯に関するミクロデータは揃っているが、特定の租特の適用有無に関す
るデータは揃っていないという課題がある。また、助成金においては、受益者は取得及
び用途まで記録する必要があり、補助金のデータは揃っているが、租特の適用企業に関
する情報は揃っていない。こうした課題に対応するため、財務省では税務データのアク
セスに関する対応を検討しているところであり、税務データへのアクセス改善に向け
て、財務省、税金に関する研究者を集めて意見交換を行う税務研究ネットワーク
（Network for Empirical Tax Research：NeSt）を設立し、2023 年に本格的にキックオフし
た 44。2022 年 7 月にはデータの保護、研究目的での活用について意見交換が実施され
た。2023 年 7 月に本格的に NeSt が開始し、初会合が実施された。初会合では、政府機
関・研究者含め 200 名が参加し、他のデータセンターからの学び、税務データの活用、
データのニーズ、税法について議論が行われた。年に１度の頻度で会合を開いており、
2024 年 7 月に次の会合が予定されている。財務省によると NeSt は設立されてまだ日が
浅いため、今後、具体的にどのような活動を行っていくかは検討中である 45。 

 

図 ２-13 NeSt ワークショップ 
出所：Bundesfinanzministerium - Netzwerk empirische Steuerforschung 

 

 
44 Deutscher Bundestag, “Drucksache 19/31668”, https://dserver.bundestag.de/btd/19/316/1931668.pdf  
45 BMF, “Netzwerk empirische Steuerforschung” Bundesfinanzministerium - Netzwerk empirische Steuerforschung （参照 2024-
03-12）、ドイツ財務省,ヒアリングより 

https://www.bundesfinanzministerium.de/Web/DE/Themen/Steuern/Steuerliche_Themengebiete/NeSt/netzwerk-fuer-empirische-steuerforschung.html
https://dserver.bundestag.de/btd/19/316/1931668.pdf
https://www.bundesfinanzministerium.de/Web/DE/Themen/Steuern/Steuerliche_Themengebiete/NeSt/netzwerk-fuer-empirische-steuerforschung.html


 

31 

 

（４） 租特の基礎情報 

ドイツの租税体系は、その収益権の帰属に応じて共有税・連邦税・州税・市町村税に
分類される 46。税制立案機関は財務省（BMF）で、税務執行機関は連邦中央税務庁
（BZSt）である。 

共有税に分類される法人税については、納税義務者は株式会社、有限会社、株式合資
会社等、ドイツ法に基づいて設立された法人である。課税標準は、法人税法第 8 条に規
定する益金から、第 24 条・第 25 条に定める損金を控除して算出される。法定税率は
15%で、実効税率は 29.83%である。課税期間は、原則として暦年である。申告には、賦
課課税方式の税額の算定の基礎となる情報（収益、費用等）に関する情報を提供する必
要があり、申告期限は翌年の 7 月 31 日で、納付期限は納税通知書の受領後 1 カ月以内で
ある。課税方式は、賦課課税方式が採られている 47。租特の法的根拠は、税法の本則で
ある。租税支出の定義は、「歳入の減少をもたらす特別な税金の免除」とされている。
租特の適用実態については、財務省（BMF）が自ら把握を行い補助金レポートに報告を
行っている。 

 

 
  

 
46 代表的な例として、給与税[Einkommensteuergesetz]・所得税[Einkommensteuergesetz]・キャピタルゲイン税
[Einkommensteuergesetz]・法人税 [Körperschaftsteuergesetz]（共有税）、関税[Zollkodex der Union]（連邦税）、相続・贈与
税[Erbschaftsteuer- und Schenkungsteuergesetz]・ビール税[Biersteuergesetz]（地方税）が挙げられる。 
47 同上 
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２－３. オンラインヒアリング対象国 

２－３－１. イギリス 

（１） 政策立案・評価制度について 

イギリスでは、日本の政策評価法に相当する基本法は制定されていない。イギリスに
おける特徴は、政府（財務省）による歳出見直し（Spending Review: SR）と各省庁によ
る成果達成プラン（Outcome Delivery Plans：ODP） を軸とした業務管理（Performance 

Management）型の政策運営体制にある。この枠組みでは、成果達成プラン（ODP）で設
定された優先目標について省庁ごとにモニタリングとその報告が実施され、歳出見直し
（SR）に反映される。政府（財務省）は歳出見直し（SR）を踏まえた議定費歳出予算法
案を 4 月に議会へ提出し、議会での審議を経て最終的に 7 月に議定費歳出予算法が成立
する 48。 

また各省庁に設置されている常任委員会（Select Committees）においても、省庁は政
策に関するエビデンスを示す必要がある。常任委員会は超党派的な目線で政府を監視す
る機関である。同委員会は政府の支出、施策、行政に関する幅広い調査を実施し、調査
結果は各府省に報告（勧告）される。政府は通常、委員会の勧告に 60 日以内に回答する
必要があり、回答結果によっては追加調査が実施される場合もある 49。さらに政府の支
出の適正性を検査する独立した議会組織の NAO（会計検査院）も政策評価の質を評価、
発表し、エビデンスの質を監視している 50。 

各府省が予算要求のために実施する事前評価については、財務省が予算査定に用いる
ための制度や様式を整備しており、因果関係を示す「エビデンス」というよりは費用便
益分析の結果等の広義の「エビデンス」が主に活用されている。事前評価の実施にあた
っては、財務省が政策手法ごとに事前評価方法を示したガイドブック「Green Book」を
発行しており、各省庁はこれに基づいて評価を実施している 51。 

例えば、Green Book において、「規制」や「予算執行」等あらゆる種類の政策につい
て事前評価と事後評価のあり方が記載されているが、「規制」を設ける際には、内容や
様式が規定されている「Impact Assessment」 という評価の実施が求められる。これらは
各省庁に設置されている Better Regulation Unit やビジネス貿易省の部門である Better 

 
48 イギリス財務省,’ The government’s planning and performance framework’, 
https://www.gov.uk/government/publications/planning-and-performance-framework/the-governments-planning-and-performance-
framework.(参照 2024-02-28) 
49 同上 
50 同上 
51内山融・小林庸平・田口壮輔・小池孝英（2018）「英国におけるエビデンスに基づく政策形成と日本への示唆 －エビ
デンスの「需要」と「供給」に着目した分析－」経済産業研究所 Policy Discussion Paper 

https://www.gov.uk/government/publications/planning-and-performance-framework/the-governments-planning-and-performance-framework
https://www.gov.uk/government/publications/planning-and-performance-framework/the-governments-planning-and-performance-framework
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Regulation Executive 等により点検される。また、各府省が行う「予算執行」は、戦略、
経済、商業、財務、管理の側面から検討される「Business Case」の策定が義務付けられ
ている。検討される対象は施策レベルと事業レベルに分類され、策定手順は財務省のガ
イドラインで別途規定されている 52。 

事後評価は、政策立案を担当する各府省および技術的な観点から政策を評価するアナ
リストが政策のプロセス、インパクト、経済性等を事後的に評価する目的で実施され
る。事後評価は事前評価と異なり、すべての施策では実施されず、因果関係を測定する
インパクト評価などの「エビデンス」を整備することも制度化されてはいない。しか
し、事後評価を強化する方向性は示されており、財務省がインパクト評価を重視した内
容のガイドラインである「Magenta Book」を発行している 53。 

Magenta Book では「規制」の評価は事前評価と同様に「Impact Assessment」制度にお
ける評価が規定されているが、そこで定義されている評価には指標のモニタリング等も
含まれ、因果関係の「エビデンス」を示すことは義務付けられていない。また、「予算
執行」については明確な制度はなく、説明責任として ODP で設定した業績指標をモニタ
リングして実績を公表するにとどまっている。ただし、SR や議会で指摘を受けた際の対
応として、特定の重要政策に関しては各省庁が独自に評価を行っている 54。 

（２） 効果検証の体制 

イギリスでは政府内に専門家集団が存在しており、その中で 3 万人規模の分析専門家
を抱えている。政府経済サービス（Government Economic Service）と呼ばれる専門家集
団は、政策の効果検証に精通した政府エコノミストらで構成されており、政府エコノミ
ストは各省の中で主に事前評価を、場合によっては事後評価も実施する。また、各省の
エコノミストの代表は首席エコノミストと呼ばれ、各省の首席エコノミストからなる評
議会によって政府経済サービス全体の戦略が決定されており、各省庁が従うべき政策上
のガイドラインもこの評議会で決定されている 55。 

政府内のリソースを用いて分析を行うか、あるいは外部へ委託するかは省庁によって
異なり、効果検証の実施方法に統一の基準はない。ただし、省庁内で分析を行う場合は
独立性を保つため、政策の実施者と分析者を分けている。分析を外部へ委託する場合
は、基本的に競争入札を経て委託先を選定するが、分析の品質を担保するため委託元の
省庁が具体的な基準や期待値を設けている。また、各分析に対して運営グループ

 
52 同上 
53 同上 
54 同上 
55 同上 
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（Steering Group）や委員会が設立され、分析のレビューが実施されることも多い。運営
グループ・委員会は省庁内のシニアアナリストと政策チームで構成されることが多い
が、大学など研究機関からのレビュー者が含まれることもある 56。 

また、イギリスでは官民連携機関である What Works Centres が EBPM 推進に資するエ
ビデンスの中立性や信頼性を担保している。What Works Centres は政府から資金提供を受
けている機関であるが、分析方法等に関して各省庁の意向や政治的な理由を排除して独
立的な分析を行うことを最重要視している。また、分析トピックそのものについても、
政府が重視している分野やトピック以外であっても分析の必要があると自分たちで判断
したものについて分析を実施している 57。 

 

 

（３） 効果検証データベース 

イギリスでは、効果検証の実施だけに留まらず、効果検証にかかる研究成果の整理・
公開も行われている。例えば教育省の助成金で設立された組織 Education Endowment 

Foundation （EEF）は、「Teaching and Learning Toolkit」というツールで教育施策に関する
研究成果（エビデンス）をもとに施策のコストやインパクトを数値化し、実務者・政治

 
56 イギリス ETF（Evaluation Task Force）,オンラインヒアリングより 
57 同上 

図 ２-14 効果検証体制（イギリス） 
出所）内山融・小林庸平・田口壮輔・小池孝英（2018）「英国におけるエビデンスに基づく政策形成と
日本への示唆 －エビデンスの「需要」と「供給」に着目した分析－」経済産業研究所 Policy 
Discussion Paper、イギリス ETF へのヒアリング結果を基にデロイトにて作成 
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家の施策導入判断や教員の教育実践をサポートしている。 

このツールキットでは実施費用・エビデンスの強さ・インパクトの 3 軸で各教育施策を
評価・比較しており、各教育施策を選択すると、更にその施策の詳細内容や調査結果、よ
り効果的に活用するためのヒントなどが記載されている 58。 

 

 

（４） 統計ミクロデータの利活用 

イギリス統計局（Office for National Statistics: ONS）のトップページから、「Secure 

Research Service」を選択すると、分析に利用できるデータに関する問い合わせや申請の

 
58 EEF, ’Teaching and Learning Toolkit’, https://educationendowmentfoundation.org.uk/education-evidence/teaching-learning-
toolkit. (参照：2024-02-28) 

図 ２-15  Teaching and Learning Toolkit の画面 

https://educationendowmentfoundation.org.uk/education-evidence/teaching-learning-toolkit
https://educationendowmentfoundation.org.uk/education-evidence/teaching-learning-toolkit


 

36 

 

情報が整理されたページへと遷移する。申請できるミクロデータは「online metadata 

catalogue」として一覧化されている 59。  

 

 

 
59 イギリス統計局, ’Secure research Service’, 
https://www.ons.gov.uk/aboutus/whatwedo/statistics/requestingstatistics/secureresearchservice. (参照：2024-02-28) 

安全な調査サービス

安全な調査サービスに
ついて 認定調査員になるには 安全な調査データを

見つけるには

認定された調査
プロジェクトに申し込む

アクセス方法と
データセキュリティ

調査プロジェクトを
サポートする

調査の卓越性と
パートナーシップ

統合された
データサービス プライバシーポリシー

図 ２-16  Secure Reserch Service の画面 

https://www.ons.gov.uk/aboutus/whatwedo/statistics/requestingstatistics/secureresearchservice
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イギリス統計局はミクロデータの安全な保管・運用のため「安全のための 5 つのフレ
ームワーク」を定めている。具体的には、①人材：研修を受けた認定研究者のみ使用可
能であること、②プロジェクト：公共利益をもたらす倫理的な研究であると認められた
プロジェクトへ使用されること、③設定：統計局が指定する通信技術システムを使用し
たリモート環境でのみアクセス可能であること、④データ：使用するデータが匿名化さ
れていること、⑤出力：出力結果からデータ主体が特定できないことをレビューを通じ
て確認することの 5 つを満たした場合のみ、ミクロデータを利用することができる 60。 

また、近年ではイングランド、ウェールズ、北アイルランド、スコットランドおよび
国家統計局による安全なデータ利活用のためのパートナーシップである Administrative 

Data Research UK（ADR UK）が創設され、政府の様々な部門が保有する行政記録データ
を結合し、研究者への提供を行っている。ADR UK では研究テーマや地域、データの種
類などからイギリス国内に存在する行政記録データを検索でき、利用したいデータにつ
いてはホームページから ADR UK への直接の問い合わせやデータアクセスが可能である
61。 

 

 

 
60 同上 
61 ADR UK, ’ADR UK data Catalogue’, 
https://datacatalogue.adruk.org/browser/search?include=dataset::datastandard::terminology::dataclass::dataelement. (参照：2024-
02-28) 

図 ２-17 Administrative Data Research UK での検索結果イメージ 

https://datacatalogue.adruk.org/browser/search?include=dataset::datastandard::terminology::dataclass::dataelement
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（５） 租税特別措置等の基礎情報 

イギリスの租税体系は、国税を中心としており、地方行政は歳入援助交付金に大きく
依存している 62。税制立案機関は財務省（HM Treasury）で、税務執行機関は歳入関税庁
（HMRC）である。 

法人税の納税義務者は、主に有限会社等 63である。課税標準は、性質によって区分さ
れた所得の合計額から一定の経費を差し引いて算出される。法定税率及び実効税率は、
共に 25%である。課税期間は、原則として会計年度と同一の 12 か月間である。申告期
限は課税年度の末日から 12 か月以内で、納付期限は課税年度の末日から 9 か月と 1 日以
内 64である。課税方式は、申告納税方式が採られている 65。 

租税特別措置等の法的根拠は、税法の本則及び別の租税根拠である。租税特別措置等
の定義は、「経済的または社会的な目的を達成すべく政府が特定のグループ、活動、製
品に働きかけるために使用する税金の軽減措置」とされている。適用実態は、歳入関税
庁（HMRC）が報告している。 

 

２－３－２. スウェーデン 

（１） 政策立案・評価制度について 

スウェーデンでは、財政政策の枠組み（fiscal policy framework）として予算案の設計
方法やプロセスが整理されている。各省庁の予算案は財務省主導で調整されているが、
財務省以外の省庁は各担当分野において予算案に必要な資料を準備し、春の財政政策法
案、秋の予算案、予算の修正を経て国会にて予算が決定される 66。 

財政政策の枠組みにおいて、外部モニタリングとして財政政策審議会（Swedish Fiscal 

Policy Council）や会計検査院（National Audit Office）による政策評価が組み込まれてい
る。財政政策審議会は、主に大学教員等の経済学有識者からなる 6 名の理事と、エコノ
ミスト等経済学の知見を有する 5 名の事務局スタッフから構成される財務省管轄の組織
であり、政府によって策定された予算政策目標をどの程度達成しているか、財政政策が
長期的に持続可能であるかを分析するほか、国民の経済政策議論の活性化に対する働き

 
62 例えば所得税[Income Tax Act 2007]・法人税[Corporation Tax Act 2009,2010]（国税）、カウンシル税[Local Government 
Finance Act 1992]、ビジネス・レイツ[Local Government Finance Act 1988]（地方税）が存在する。 
63 イギリス政府, ‘Corporation Tax’, https://www.gov.uk/corporation-tax. (参照 2023-12-7) 
64 ただし、大企業（Large company/ Very large company）にあたる企業は、当該年度における法人税額を見積もり、期中
から 4 回の分割納付を行う必要がある。 
65 同上 
66 Government Offices of Sweden, ‘The budget process’, https://www.government.se/government-of-sweden/ministry-of-
finance/central-government-budget/the-budget-process-and-the-fiscal-policy-framework/. (参照：2024-01-29) 

https://www.government.se/government-of-sweden/ministry-of-finance/central-government-budget/the-budget-process-and-the-fiscal-policy-framework/
https://www.government.se/government-of-sweden/ministry-of-finance/central-government-budget/the-budget-process-and-the-fiscal-policy-framework/
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かけも行っている 67。会計検査院は政府の業務を監査する機関であり、会計検査院が作
成・提出する業績監査報告書については、政府は受け取ってから４カ月以内に国会へ講
じる措置を提出しなければならない。他にも、スウェーデン国家財政管理局（Swedish 

National Financial Management Authority）や国立経済研究所（National Institute of Economic 

Research）はマクロ経済と公共部門への融資について独自に評価し、財政政策に関する
勧告を発表する 68。 

法案を提出する前にいくつかの重要事項については委員会または特別調査官が分析テ
ーマごとに任命され、調査結果は報告書として公開される（The State’s Public 

Investigations: SOU）69。SOU は政府の公式報告であり、政府の指示に従って委員会また
は特別調査官が調査を行う 70。調査期間は最長 1 年である 71。特に、新たな法律や法改
正の基礎を提供することを目的とした調査については、政府により最高裁判所の現役ま
たは元裁判官や地方裁判所の裁判長等が特別調査官に任命されることがある 72。特別調
査官は調査作業を主導し、調査結果に対する責任を負う 73。調査が完了すると、政府に
おいてさらなる対応を行う必要があるかを判断のうえ、必要な場合は報告書を関係当局
および利害関係者に送付し、調査結果についての意見を募集する。この間、個人を含む
すべての関係者が提案に対するコメントを提出することができる。その後、各省庁の担
当部署が回答をとりまとめ、法案を作成する 74。例えば、法務省では近年 EU 指令に合
わせて採択された消費者政策についてどのような憲法改正が必要かを SOU にて調査して
いる。なお、SOU は各省庁で暫定的に設立することができる 75。 

SOU については政府の Web サイト上で一覧として確認することができる。このサイト
では調査のミッションや結果が簡潔に記載されており、より詳細な内容については SOU

の Web サイトで別途確認することができる。また、調査中のものについては SOU の
Web サイト上で調査終了予定日や特別調査官の名前を確認することができる。SOU の調
査の例として、研究開発を優遇する税制の調査や法人による非営利企業活動への贈与に

 
67 The Swedish Fiscal Policy Council, ‘The set-up of the council’, https://web-archive.oecd.org/2012-06-14/87463-49778630.pdf. 
(参照：2024-03-21) 
68 Government Offices of Sweden, ‘About the Swedish fiscal policy framework’, https://www.government.se/government-of-
sweden/ministry-of-finance/central-government-budget/the-fiscal-policy-framework/. (参照：2024-01-29) 
69 Government Offices of Sweden, ‘Statens offentliga utredningar’, https://www.regeringen.se/rattsliga-dokument/statens-offentliga-
utredningar/. (参照 2024-01-29) 
70 SVAREN, ‘Vem skriver en SOU?’, https://svaren.nu/vad-ar-sou/. (参照：2024-03-21) 
71 DOMARBLOGGEN, ‘Direktiven – utredningens manual’, https://www.domarbloggen.se/statliga-utredningar-och-att-jobba-som-
utredningssekreterare/. (参照：2024-03-21) 
72 DOMARBLOGGEN, ‘En utredning kan tillsättas när det behövs beslutsunderlag för en ny lag’, 
https://www.domarbloggen.se/statliga-utredningar-och-att-jobba-som-utredningssekreterare/. (参照：2024-03-21) 
73 DOMARBLOGGEN, ‘’Hur går utredningsarbetet till?’, https://www.domarbloggen.se/statliga-utredningar-och-att-jobba-som-
utredningssekreterare/. (参照：2024-03-21) 
74 S3 – Lagstiftningsprocessen – 20/2-2020 – T1 Juristprogrammet, ‘Uppgift 1’, https://www.studocu.com/sv/document/uppsala-
universitet/juristprogrammet/s3-lagstiftningsprocessen-202-2020-t1-juristprogrammet/22140622. (参照：2024-03-21) 
75 成長政策分析庁, オンラインヒアリングより 

https://web-archive.oecd.org/2012-06-14/87463-49778630.pdf
https://www.government.se/government-of-sweden/ministry-of-finance/central-government-budget/the-fiscal-policy-framework/
https://www.government.se/government-of-sweden/ministry-of-finance/central-government-budget/the-fiscal-policy-framework/
https://www.regeringen.se/rattsliga-dokument/statens-offentliga-utredningar/
https://www.regeringen.se/rattsliga-dokument/statens-offentliga-utredningar/
https://svaren.nu/vad-ar-sou/
https://www.domarbloggen.se/statliga-utredningar-och-att-jobba-som-utredningssekreterare/
https://www.domarbloggen.se/statliga-utredningar-och-att-jobba-som-utredningssekreterare/
https://www.domarbloggen.se/statliga-utredningar-och-att-jobba-som-utredningssekreterare/
https://www.domarbloggen.se/statliga-utredningar-och-att-jobba-som-utredningssekreterare/
https://www.domarbloggen.se/statliga-utredningar-och-att-jobba-som-utredningssekreterare/
https://www.studocu.com/sv/document/uppsala-universitet/juristprogrammet/s3-lagstiftningsprocessen-202-2020-t1-juristprogrammet/22140622
https://www.studocu.com/sv/document/uppsala-universitet/juristprogrammet/s3-lagstiftningsprocessen-202-2020-t1-juristprogrammet/22140622
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対する税制上の優遇措置の調査などがある。 

また、会計検査院が 2003 年に設立され、議会の決定を基に政策や政府業務の効率性を
約 1 年かけて調査し、報告書を政府へ提出している。会計検査院が実施した調査の例と
して、滞在許可取り消し制度の見直しや、国家交通インフラ計画の評価が挙げられる
76。 

（２） 効果検証の体制 

スウェーデンでは、各省の中で政策の執行機能と評価・分析機能が庁（Agency）単位
で切り分けられており、政策の効果検証は主に各省内の分析庁が実施している。例え
ば、後述の個別事例においては経済・気候変動省の成長政策分析庁が効果検証の実施者
である。また、分析庁は他庁とコラボレーションを行うこともあり、例えば成長政策分
析庁は、同省内の経済地域成長庁と共同でエネルギー庁に対し、実証プラットフォーム
「Smart city Sweden」の評価を実施している 7778。 

 

分析人材の採用・育成について、成長政策分析庁ではリサーチ経験を持つ人材や
Ph.D.の積極的な採用を進めている。また、分析庁内に限らず経済・気候変動省でも

 
76 Riksrevisionen, ‘Riksrevisionens rapportering’, https://www.riksrevisionen.se/rapporter.html. (参照 2024-01-29) 
77 成長政策分析庁, ‘Regeringsuppdrag’, https://www.tillvaxtanalys.se/om-oss/regeringsuppdrag.html. (参照 2024-01-29) 
78 コラボレーション相手の大半は経済・気候変動省であるが、財務省や教育省などとも連携することがある。 

図 ２-18 効果検証体制 

https://www.riksrevisionen.se/rapporter.html
https://www.government.se/%E3%80%81https:/www.tillvaxtanalys.se/om-oss/regeringsuppdrag.html%E3%80%81https:/www.sou.gov.se/pagaende-utredningar/finansdepartementet/
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Master や Ph.D.を持つ人材の採用に取り組んでおり、分析方法の知見を持った人材が増
えている。また、分析人材は入庁後も研修や部署のローテーションを通じて知見を高め
ている 79。 

（３） 統計ミクロデータの利活用 

スウェーデンでは、統計局のサイトから直接統計ミクロデータの利用申請を行うこと
ができる。統計ミクロデータの利用に関して、研究計画書や使用するデータ項目リスト
の他、一部のデータについては倫理審査の承認も必要であり、申請には政府機関で約 6

ヵ月、外部の研究機関で 9～12 カ月を要するなど取得のハードルが高い。そのためデー
タ取得の負担軽減のため、例えば成長政策分析庁では取得した統計ミクロデータの一部
について予め庁内で保有している。申請許可後はオンラインシステム MONA 上で閲
覧・分析ができるようになる 80。 

 

また、スウェーデン統計局のサイトからはミクロデータだけでなく、企業登録簿
（Statistic Business Register: SBR）の利用申請も可能である。SBR にはスウェーデン内の

 
79 成長政策分析庁, オンラインヒアリングより 
80Statistics Sweden, ‘Ordering data and statistics’, https://www.scb.se/en/services/ordering-data-and-statistics/. (参照 2024-01-29) 

図 ２-19 MONA ホーム画面 

https://www.scb.se/en/services/ordering-data-and-statistics/
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全ての企業が登録されており、企業リストを注文・購入すると実際の企業名や住所、従
業員規模、売上高、輸出入先の国のグループなども閲覧可能となっている。また、これ
らの情報はマーケティング活動などに利用することもできる 81。 

表 ２-8 SBR で取得可能な変数（例） 

取得可能な変数 

会社名または自然人/個人事業主/個人事業主の名前 

自然人/個人事業主/個人事業主の会社 (事業名) 

住所 

郵便番号 

国内ダイヤル番号 + 電話番号  

地域(01-70)、市区町村コードによる地域区分 

従業員数に基づく規模クラス 

創業日 

同社がスウェーデンで登録した現地ユニットの数 

自然人・個人事業主・個人事業主の登録法人数 

企業固有の ID 番号または社会保障番号  

会社の売上高（インターバル） 

輸出入商品回転期間 

事業所が輸出入を行った国のグループ 

 

（４） 租税特別措置等の基礎情報 82 

スウェーデンの租税体系 83は、国税・地方税から構成されている。税制立案機関は財
務省で、税務執行機関は国税庁である。 

法人税については、納税義務者は株式会社等である。課税標準は、会計上の利益に税

 
81 同上 
82 デロイト トーマツ コンサルティング合同会社. “令和４年度 諸外国における租税特別措置等の効果検証に係る調査研
究の請負 調査報告書”. 総務省. https://www.soumu.go.jp/main_content/000880973.pdf, (参照 2023-12-7). 
83 代表的な税として付加価値税[Mervärdesskattelag]、所得税[Inkomstskattelag]（国税）、コミューン税[Kommunalskattelag]
（地方税）が挙げられる。 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000880973.pdf
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務調整（Skattemässiga justeringar）を行って算出される。法定税率および実効税率は、共
に 20.6%である。課税期間は、事業年度である。申告期限は決算月によって 4 つに分類
されており、納付期限は通知後 90 日以内である。また、毎月の分割払いによる予納が行
われる。課税方式は、申告納税方式が採られている 84。 

租税特別措置等について、法的根拠は税法の本則及び別の租税根拠であり、定義は、
「基準またはベンチマークと比較した、特定のグループ・カテゴリーにおける納税者の
税負担の軽減」とされている。適用実態は、政府が「租税支出の会計処理（Redovisning 

av skatteutgifter）」レポートを毎年議会に提出することで管理されている。 

 

２－３－３. フランス 

（１） 政策立案・評価制度について 

フランスにおける年度予算は予算法（loi de finances）で定められており、予算案は毎
年 10 月の第 1 火曜日までに議会に提出され、12 月 31 日までに議決される 85。政策評価
に連動した予算編成はフランスでは実施されていないものの、予算の執行状況とその効
果を把握するため、2001 年に予算組織法（loi organique relative aux lois de finances）が制
定され、組織別・費用別ではなく政策目的ごとに設定された指標の達成度合いを測定
し、事後評価を行っている 86。2008 年の憲法改正（47 条 3 項）によって、会計検査院
（Cour des Comptes）の協力の下、事後評価の任務は議会にあると定められた。それによ
り、議会の要請又は会計検査院の独自の判断によって事後評価が行われている。また、
2023 年度予算からは効率性を重視した事後評価が毎年必須となった。これらは各省庁で
実施されており、2023 年度には 12 件の事後評価が行われている。財政的な事後評価は
財務省や会計検査院（Cour des Comptes）によって実施されており、議会や政府に報告さ
れている 87。 

また、議会、会計検査院、行政府から独立した France Stratégie（独立政策評価機関）、
各省庁等と複数の機関によって事後評価が行われている。その中でも、2013 年に設立さ
れた France Stratégie は事後評価の中心的な存在になりつつあり、議会の要請がなくとも

 
84 同上 
85 La plateforme des finances publiques, “les lois de finances”, 
https://www.budget.gouv.fr/reperes/budget/dossiers/les_lois_de_finances（参照：2024-03-01） 
86農林水産省,  「フランスにおける新しい予算制度と業績評価の実施 」, 
https://www.maff.go.jp/primaff/about/center/hokoku/attach/pdf/200701_hk123_01.pdf 
87 Rapport au Parliament, “Évaluation de la qualité de l’action publique”, Évaluation de la qualité de l’action publique - Rapport au 
Parlement (budget.gouv.fr) 

https://www.budget.gouv.fr/reperes/budget/dossiers/les_lois_de_finances
https://www.maff.go.jp/primaff/about/center/hokoku/attach/pdf/200701_hk123_01.pdf
https://www.budget.gouv.fr/files/files/plf/plf-2024/evaluation-qualite-action-publique-rapport-au-parlement.pdf
https://www.budget.gouv.fr/files/files/plf/plf-2024/evaluation-qualite-action-publique-rapport-au-parlement.pdf


 

44 

 

France Stratégie の独自の判断により事後評価が実施されることもある 88。なお、事後評
価に関する統一されたガイドラインは定められていない。例えば、会計検査院は最高会
計検査機関国際組織（INTOSAI）のガイドラインに沿って実施している 89。 

事前評価については、2009 年に制定された組織法（loi organique）により、各省庁です
べての政策を対象にした事前評価が必須となった。事前評価は主に政府内（各省庁の統
計部署、国立研究所（INSEE）で実施されているが、民間企業に外部委託することもあ
る 90。 

事前評価のガイドラインは首相直属の政府事務総局（General Secretariat）が定めてお
り、「海外の政策との比較」「政策の必要性」「目的」「既存の欧州及びフランスの法律と
の整合性」「財政・経済への影響」「地方政府への影響」「社会への影響」「環境への影
響」「適用期間の適正」に関する評価が必須とされている 91。 

 

（２） 効果検証体制、職員育成 

フランスでは、財政的な評価は財務省や会計検査院が行っており、政策立案に係る事
前評価は各省庁が実施している。政策の事後評価は主に France Stratégie、会計検査院、
政府系研究機関、各省庁が実施している 92。 

事後評価の中心的な存在である France Stratégie は、経済、デジタル開発、社会政策、
雇用と 4 つの部門から構成されており、政策テーマごとに評価委員会が組成されている
93。例えば、公共イノベーション政策評価委員会は R&D 税額控除の評価、イノベーショ
ン支援の効果測定を行っている。一方で、フランス・リランス計画評価委員会は復興計
画のマクロ経済や気候の影響評価、生産税制削減の効果測定を行っている 94。 

 
88 在日フランス大使館への問い合わせより 
89 同上 
90 同上 
91 SECRETARIAT GENERAL DU GOUVERNEMENT, “Mémento pratique : Comment rédiger une étude d’impact ?”, 
memento_comment_rediger_l_ei_vf.pdf (legifrance.gouv.fr) 
92 同上 
93 France Stratégie, “À propos de France Stratégie”, À propos de France Stratégie | France Stratégie (strategie.gouv.fr) （参照：
2024-03-01） 
94 同上 

https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/files/autour-de-la-loi/legislatif-et-reglementaire/etudes-d-impact-des-lois/documents_generaux_ei_fi/memento_comment_rediger_l_ei_vf.pdf
https://www.strategie.gouv.fr/propos-de-france-strategie
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図 ２-20 フランス効果検証の体制 
出所）France Stratégie ウェブサイト、在日フランス大使館への問い合わせ結果を基にデロイトにて作
成 

 

分析人材の採用・育成について、各省庁の統計部署や分析部署で定量的な分析が実施
できる人材を確保している。また、会計検査院では職員に対して事後評価に関する研修
を実施している 95。 

 

（３） 統計ミクロデータの利活用 

フランスでは、INSEE、CNRS（国立科学研究センター）、Institut Polytechnique de Paris

（パリ工業大学）、HEC Paris（パリ経営大学院）、Groupe des Écoles Nationales d'Économie 

et de Statistique（国立統計経済行政学院）と連携しているデータアクセスセンターCASD

が存在する。CASD ではフランスの中央政府、国立研究所などが所有している雇用、企
業、国務調査、アンケートのデータが取得可能であり、図 ２-21 のとおり、アクセス可
能な統計ミクロデータは Web サイトで一覧化されている 96。また、図 ２-22 のとおり、
CASD の統計ミクロデータを用いて行われた研究が Web サイトで公開されている 97。 

 
95 同上 
96 CASD, “Data used at CASD”, https://www.casd.eu/en/data-used-at-casd/ （参照：2024-03-01） 
97 CASD, “ Hosted projects”, https://www.casd.eu/en/projects-hosted-at-casd/ （参照：2024-03-01） 

https://www.casd.eu/en/data-used-at-casd/
https://www.casd.eu/en/projects-hosted-at-casd/
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図 ２-21 CASD Data used at CASD 
出所）CASD ウェブサイト 

 

 

図 ２-22 CASD Hosted Projects 
出所）CASD ウェブサイト 

 

国際貿易、テクノロジー、地域格差 

フランス大都市圏における作物生産の類型 

データ詳細 テーマ データセット 情報元 申請機関 データ 
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統計ミクロデータの取得には統計データの秘密保持を管轄している Statistical Secrecy 

Committee （CSS）への申請が必要であり、申請に当たっては分析に関与する研究者全員
の情報、使用するすべてのデータ、プロジェクトの詳細情報を提供する必要がある。申
請が通った際は、指紋登録を行い、その後リモートアクセス用の端末である SD-BOX が
研究者に送られる。パソコンを端末とつなげれば、指紋認証を経て、欧州のどこからで
もデータにアクセスすることが可能となる 98。 

 

（４） 租税特別措置等の基礎情報 

フランスの租税体系は、国税と地方税で構成されている 99。税制立案機関は経済・財
務・産業・デジタル主権省で、税務執行機関は公共財政総局（DGFiP）である。 

法人税における納税義務者は、公開有限責任会社、株式有限責任組合、パートナーシ
ップ等である。課税標準は、フランス国内で運営される事業において生じた利益及び二
重課税に関する租税条約を考慮に入れて算出される。法定税率・実効税率は、共に 25%

である。課税期間は、会計年度の 12 か月間である。申告期限及び納付期限は、会計年度
が暦年通りであれば共に翌年の 5 月 1 日であるが、それ以外の場合は会計年度終了後 3

か月以内である。課税方式は、申告納税方式が採られている。 

租税特別措置等の法的根拠は、一般租税法典である。その定義は、「その実施によっ
て国の歳入が失われ、納税者にとっては、基準、すなわちフランス税法の一般原則を適
用した場合と比較して税負担が軽減される立法または規制条項」とされている。適用実
態は、予算局が報告している 100。 

 

 

 
98CASD, “Authorization Procedure”, https://www.casd.eu/en/your-project/procedures-dhabilitation/（参照：2024-03-01） 
99 代表的な税として個人所得税・法人税・付加価値税[Code général des impôts]（国税）、固定資産税、住宅税、国土経済
拠出金（CET）[Code général des impôts]（地方税）が挙げられる。 
100 デロイト トーマツ コンサルティング合同会社. “令和４年度 諸外国における租税特別措置等の効果検証に係る調査研
究の請負 調査報告書”. 総務省. https://www.soumu.go.jp/main_content/000880973.pdf, (参照 2023-12-7). 

https://www.casd.eu/en/your-project/procedures-dhabilitation/
https://www.soumu.go.jp/main_content/000880973.pdf
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３. 調査対象国における効果検証事例 
 

３－１. 現地調査およびオンラインヒアリング対象国 

３－１－１. オランダ 

オランダにおける租特評価の個別事例として、2015 年 11 月及び 2023 年 2 月に公開さ
れたイノベーションボックス税制に対する効果検証を対象に調査した 101102。これは財務
省と経済・気候政策省が共同で実施したものであり、2015 年の調査については民間研究
機関の Dialogic が、2023 年の調査については Dialogic とアムステルダム大学によって創
設され今は独立した民間研究機関である SEO が共同で受託調査した。 

（１） 制度概要 

本事例は、イノベーションボックス税制の効果を検証している。イノベーションボッ
クス税制は、起業家による革新的な研究を奨励することを目的とし 2007 年に導入され、
一定の知的財産から得られる所得に対して 9%と通常よりも低い税率を適用する租税特
別措置等である。WBSO103を活用したプロジェクトで生まれた特許権や、ソフトウェア
の著作権等の知的財産等適格 IP104のライセンス所得、譲渡所得、製品の組み込み所得か
ら計算される制度対象所得に対して、通常課される 25.8%の法人税率の代わりに 9%の実
効税率が適用される制度である。適用要件としては、WBSO で定められている申告を行
うことが必要である。なお、大規模納税者 105の場合には、WBSO 申請を行った研究開発
プロジェクトによって対象となる知的財産が取得されること 106が必要である 107。 

イノベーションボックス税制を適用するためには、税務申告前に税務当局等への事前
承認申請を行う必要がある。具体的には、まず、WBSO を適用した企業が研究開発を自
社が行った証明として、オランダ企業庁に対して研究開発宣言の取得申請を行う。な
お、大規模納税者の場合には、追加的に特許の取得が必要であり、例えば、特許の場合
は特許庁へ申請を行うことになる。そして、オランダ企業庁による研究開発宣言の発行

 
101Dialogic, ‘Evaluatie innovatiebox 2010-2012’ 
102Dialogic・SEO, ‘EVALUATIE VAN DE INNOVATIEBOX 2010-2019’ 
103 研究者の人件費の一部を税額控除する制度 
104 IP は、Intellectual Property の略であり、適格 IP は税法上規定された税額控除を算定する基礎として認められた知的財
産を指す 
105 5 年間のグループ総売上高 250,000,000 ユーロ（約 400 億円）超又は 5 年間の適格無形資産から得られる総給付総額
が 37,500,000 ユーロ（約 60 億円）以上の企業 
106 特許権（又は特許を出願していること）、植物品種権（又は植物品種権を申請していること）、新しい生物学的植物
保護製品の開発、ソフトウェア、医薬品の販売承認、技術革新を保護するための登録実用新案、オランダ特許庁による
補足保護証明書など 
107https://www.meti.go.jp/press/2023/07/20230731002/20230731002-1.pdf, 
https://www.tweedekamer.nl/downloads/document?id=2021D31833 などを基にデロイトにて作成 

https://www.meti.go.jp/press/2023/07/20230731002/20230731002-1.pdf
https://www.tweedekamer.nl/downloads/document?id=2021D31833
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を受けた後、適用希望者はオランダ税務当局にイノベーションボックス税制の申請を行
い、最終的にはオランダ税務当局の申請ポータルを介して法人税申告書に記載・申告す
る 108。なお、イノベーションボックス税制の申請時に多数の知財が製品に組み込まれる
場合はピールオフ方式 109を採用することもできるが、その際は事前に税務当局との合意
が必要である 110。 

イノベーションボックス税制は、イノベーション促進政策の一環として実施されてい
る。オランダ政府は、2019 年にオランダの長期成長戦略（Groeistrategie voor Nederland 

op de lange termijn）において、同国の 6 つの成長領域の一つとして「研究とイノベーシ
ョンのエコシステムの強化」を設定しており、複数の補助金、租税特別措置等、金融支
援措置等によって企業のイノベーションを奨励している。図 ３-1 は、イノベーション促
進政策全体のパッケージを整理したものである。本政策パッケージにおいて、イノベー
ションボックス税制は収益化段階における租税特別措置等に該当し、前述の WBSO は研
究開発段階での租税特別措置等に該当する 111。 

 

（２） 分析の前提 

イノベーションボックス税制の効果検証は財務省の予算で実施されたが、政策は経

 
108 会計士や税理士のサービスを利用して申告書を提出することも可能 
109 納税者の利払前・税引前利益（EBIT）を起点として、そのうち、 知財由来の所得と認められる比率を乗じて得られ
た適格 EBIT を算出し、さらに、マーケティング由来の利益相当分及び生産効率由来の利益相当分を控除した上で、こ
れに納税者の利益に対する知財の貢献度合いを示す一定の割合を乗じることで、制度対象所得を計算する方法 
110 https://business.gov.nl/running-your-business/business-taxes/filing-your-tax-returns/how-to-use-the-innovation-box/, 
https://www.rijksfinancien.nl/belastingplan-memorie-van-toelichting/2017/d17e1783, 
https://www.meti.go.jp/press/2023/07/20230731002/20230731002-1.pdf 等を基にデロイトにて作成 
111  Tax_Brochure_2023_Japanese.pdf (investinholland.com)等のオランダ政府資料を基にデロイトにて作成 

図 ３-1 イノベーション促進政策における個別政策の位置づけ（オランダ） 

https://business.gov.nl/running-your-business/business-taxes/filing-your-tax-returns/how-to-use-the-innovation-box/
https://www.rijksfinancien.nl/belastingplan-memorie-van-toelichting/2017/d17e1783
https://www.meti.go.jp/press/2023/07/20230731002/20230731002-1.pdf
https://investinholland.com/wp-content/uploads/2023/04/Tax_Brochure_2023_Japanese.pdf
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済・気候政策省の管轄のため、財務省と経済・気候政策省が連携しながら推進された。
なお、本節の分析に関する期間や体制、予算は 2023 年の調査に関する情報である。 

2023 年の調査に関する検証は約 1 年かかっている。政府側はまず委員会を設置し、約
3～4 か月かけて検証内容の整理を行った。財務省は内部で評価アプローチを、経済・気
候政策省は効果検証のアウトラインと知りたい結果をそれぞれ整理した。次に入札を行
い、2～3 か月かけて委託先の選定を行った。この時、想定されるリサーチデザインやリ
サーチクエスチョンなどは既に入札説明書に記載されており、入札者は省庁に対して 1

～2 回質問できた。委託先の決定後、約 8 か月かけて分析が実施され、最終的には 11～
12 月に議会へ結果が提出された。イノベーションボックス税制は大規模なものであり、
かつデータ処理が困難であったため分析に非常に時間がかかったが、簡易な評価であれ
ば通常 4～5 か月での検証となる 112。 

効果検証体制は、財務省及び経済・気候政策省からそれぞれ 3 人と評価実施者 7 人で
計 13 人の体制で実施されている。評価実施者については、Dialogic は 4 人、SEO は 3 人
が担当した。財務省は計量経済学のバックグラウンドを持つ人材、Tax policy and analysis 

unit の担当者、Strategic analysis unit の担当者の 3 人、経済・気候政策省からは定量分析
担当者、イノベーションボックス税制担当者、税制担当者の 3 人が本分析に関与した。
評価の運営グループは独立した委員長・学者と財務省や関係省庁の職員から構成されて
おり、独立性が保証されている 113。なお、評価とは別に、税務コンサルタントに税制の
確認やインセンティブについての意見をもらうなど、専門家とのセッションも行われて
いる。 

予算は約 160,000 ユーロ（約 2,560 万円）で設定された。EU の入札制限基準金額を下
回る価格を設定する必要があり、通常 130,000～160,000 ユーロで設定している 114。 

 

（３） 分析設計と工夫 

イノベーションボックス税制は、企業が研究開発を行う際にイノベーションを推進す
るために必要なリソースが確保できるよう設計された税制措置である。本措置によって
オランダのビジネス環境を刺激し、イノベーションを更に促進することが期待される。
よって、本事例ではイノベーションボックス税制による研究開発への影響とビジネス環
境への影響に焦点を当てている。 

 
112 オランダ財務省、オランダ経済・気候政策省、Dialogic, 現地ヒアリングより 
113 同上 
114 オランダ財務省, 現地ヒアリングより 
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本事例において、定量分析のアウトカム指標は入札説明書にて省庁から事前に提示さ
れているが、評価実施者の意見を踏まえて変更されることもある 115。2015 年の検証で
は研究開発に要した時間数をアウトカム指標としているが、これは分析に利用した税務
当局で把握している WBSO 適用企業のデータ（以下、「WBSO データ」という。）とし
て、時間数は登録必須であるのに対し、例えば研究開発費用や人件費は登録不要であり
利用できなかったためである。一方で、2023 年の検証では研究開発費用や人件費等の登
録が必須となったことで、より多くの指標へのアクセスが可能となっており、研究開発
の時間数だけでなく研究開発費用、研究開発人件費、イノベーションによる売上、周辺
企業の研究開発活動への波及効果等がアウトカム指標として設定された。なお、経済・
気候政策省は、特にイノベーションボックス税制が周囲のビジネス環境へ与える波及効
果に注目し、波及効果に関する分析を望んでいた 116。 

2015 年・2023 年の検証は共に定量分析として差の差分析を、定性分析としてアンケー
ト調査を基にしたデータ集計やインタビュー調査を行っている。 

定量分析（差の差分析）については、2015 年・2023 年の分析ともに WBSO データを
利用し、WBSO 及びイノベーションボックス税制も利用した企業を処置群、WBSO を利
用したがイノベーションボックス税制は利用していない企業を対照群とした。なお、
2017 年の改正により、イノベーションボックス税制の利用には WBSO の利用が必須と
なっていることから、2023 年の分析ではイノベーションボックス税制の適用企業は全て
WBSO を利用しており、イノベーションボックス税制と WBSO との影響の切り分けを行
うために対照群も WBSO を利用した企業を選択している。一方で、2015 年の分析につ
いては、イノベーションボックス税制の適用企業を把握するために WBSO データを使用
しているが、当時は WBSO の利用は必須ではなく任意となっている。そのため、2015 

年については、2023 年と異なり、WBSO を利用せずイノベーションボックス税制を適用
した企業が一定存在し、それらの企業が処置群に含まれていない可能性がある。 

また、他政策の影響を切り分けるため、利用可能なデータを使用した傾向スコアマッ
チングを実施した（例：利益、従業員数、 設立年数、ターンオーバー117）。更に自己選
択バイアス 118への対処方法として、初めて本措置を利用した年によって、サンプルを分
けて推定している。 

定量分析について、2023 年の分析では、特にデータ整理や作成に時間を要している。

 
115 Dialogic, 現地ヒアリングより 
116 オランダ経済・気候政策省, 現地ヒアリングより 
117 企業が特定の期間に販売から得た収益の総額 
118 ここでは、もともと研究開発活動に積極的であった企業が、イノベーションボックス税制創設の初期段階で利用し
やすいことを意味している 
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企業については支援を受けること、倒産や合併が起こること、会社形態が異なることが
原因で、家計や個人のデータとは異なり、企業データは階層が存在しており複雑になっ
ている。そのためデータを取得するためには、集計前のデータにアクセスし、そこから
必要なデータを評価実施者が自ら組み立てる必要がありそこに工数を要した。統計局で
組み立てているデータはあるものの、集計で用いている階層の構造が本プロジェクトに
は適さなかったため使用しなかった。 

定性分析について、2015 年・2023 年ともにインタビュー調査及びアンケート調査を実
施し、定量分析では把握できないイノベーションボックス税制の有効性や効率性を確認
している。アンケート調査については、イノベーションボックス税制を利用した企業だ
けでなく、利用していない企業に対しても調査を実施しており、2015 年・2023 年ともに
イノベーションボックス税制を利用した企業 2,000 社と WBSO のみ利用している企業
2,000 社を対象とした。2015 年の回答率は 18%（711 社）、2023 年の回答率は 11%（437

社）と、直近の調査で回答率が低下しているが、これは財務省が企業のメールアドレス
を把握することが困難であり、オンラインではなく郵送によるアンケート実施となった
ためと思われる。なお、アンケート調査の実施は研究機関や統計局へ依頼する場合が多
いが、2023 年の事例では、多数の企業に対して郵送でのアンケートを行うことから、プ
ライバシーを考慮して財務省から送付した 119。また、回答の内訳はイノベーションボッ
クス税制利用企業が 215 社、非利用企業は 222 社となっている。アンケート調査では研
究開発の状況やイノベーションボックス税制利用による研究開発への影響や、WBSO 等
他の施策と比較した際のイノベーションボックス税制の影響度、申請上の負担、（利用
しない企業に対して）イノベーションボックス税制を利用しない理由等が記載されてい
る。 

インタビュー調査では、2015 年の分析では財務省、経済・気候政策省、税務当局、会
計事務所、イノベーションボックス税制の利用者に対してイノベーションボックス税制
への期待や意見を尋ねている。2023 年の分析ではインタビュー相手や内容を更に充実化
させ、財務省、税務当局、オランダ経済政策分析局（CBP）オランダ産業雇用者連盟、
OECD、会計事務所、イノベーションボックス税制利用企業などに対してイノベーショ
ンボックス税制の効果、効率性、イノベーションボックス税制政策への関与などを尋ね
た。また、2015 年・2023 年とも複数の利用企業との協議会も設け、イノベーションボッ
クス税制の効率性と有効性について質問を行っている。 

 

 
119 オランダ財務省, 現地ヒアリングより 
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（４） 分析結果の活用 

2015 年の分析結果では、イノベーションボックス税制適用企業は研究開発の時間数が
増加していることが確認された。図 ３-2 における左から 3 列目の推定結果は、本措置を
利用した企業と利用していない企業の研究開発の時間数の差を表しているが、初めて本
措置を利用した年に関わらず、2012 年以降は有意な差が認められる。その差は 2013 年
で最も大きく、本措置を利用した企業の方が利用していない企業に比べて研究開発の時
間数が多い。（例えば、2008 年に利用開始した企業は、利用していない企業に比べ、
20%程高い）。更に、図 ３-3 のグラフは推定結果をグラフ化したものである。縦軸が年
間で費やした研究開発の時間数、横軸が年を表す。初めて本措置を利用した年に関わら
ず、適用後に青線（適用企業）が緑線（非適用企業）を上回ることから、利用した企業
の方が利用していない企業に比べて研究開発の時間数が増加していることが分かる。 

 

図 ３-2 差の差分析による推定結果（2015 年） 
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また、定性分析においてはイノベーションボックス税制の利用者が高い満足度を示し
ており（図 ３-4）、イノベーションボックス税制の利用によって研究開発やイノベーシ
ョンへの投資が押し上げられていることも確認された。一方で制度の複雑さが課題とし
て挙げられた。 

 

図 ３-3 差の差分析による推定結果のグラフ（2015 年） 
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次に、2023 年の分析では、2012 年から 2019 年の期間における差の差分析を行ってい
る。分析結果では、研究開発自体への効果は認められたものの、企業の立地選択や周囲
の企業への波及効果には影響が見られないなど、イノベーションボックス税制のイノベ
ーションへの影響は限定的と示されている。図 ３-5 はイノベーションボックス税制の利
用企業の研究開発費用への効果と、近隣にイノベーションボックス税制を利用している
企業が存在することによる波及効果を推定したものであるが、イノベーションボックス
税制が適用企業の研究開発費用へ正の効果（対照群と比較して約 11～17%）を与えるこ
とは確認されたものの、周囲のイノベーションボックス税制利用企業数（もしくは利用
企業が存在するかのダミー変数）による影響は確認できず、波及効果については有意な
影響が確認されていない。なお、対照群として「WBSO 継続ユーザ」と「WBSO ユー
ザ」の二種類が設定されているが、検証期間を通して WBSO を利用していたユーザを
「WBSO 継続ユーザ」、WBSO 継続ユーザの他、期間中一度でも WBSO を利用したユー
ザを含めた対照群を「WBSO ユーザ」として定義している。 

 

 

図 ３-4 アンケート結果「イノベーションボックス税制に対する満足度」（2015 年） 
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また、インタビューやアンケートを基にした定性分析の結果、イノベーションボック
ス税制の利用者は依然として高い満足度を示していた。一方で、前段の記述統計分析で
は特に中小企業のイノベーションボックス税制利用企業が減少していることが示されて
おり（図 ３-6）、その理由としてイノベーションボックス税制を利用していない企業へ
のアンケート調査からは事務の負担感が得られる控除額の恩恵に見合わないことが示さ
れた（図 ３-7）。また、イノベーションボックスを利用した企業においても全体の約
39%は労力が大きいと回答している（図 ３-8）。 

 

 

図 ３-5 差の差分析による推定結果（2023 年） 

図 ３-6 記述統計分析結果「イノベーション利用企業数・割合の推移」（2023 年） 
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この結果を受けて、財務省は波及効果などいくつかの新規観点が増えたことは認識し
つつも 2015 年と大きく変わる結果は無かったと結論付けている 120。一方で、経済・気
候政策省は「波及効果はなかった」という結論に対して、WBSO データに存在するもの
だけを研究開発費用として分析していることから、効果が実際よりも低く出ているので
はないかと考えていた 121。また、「イノベーションボックス税制が外国の企業からより

 
120 オランダ財務省, 現地ヒアリングより 
121 オランダ経済・気候政策省, 現地ヒアリングより 

図 ３-7 アンケート結果「イノベーションボックス税制を利用しない理由」（2023 年） 

図 ３-8 アンケート結果「イノベーションボックス税制を使う労力」（2023 年） 
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多く活用されている」という結果が出ており、経済・気候政策省はその影響についても
確認したいと考えていたが、時間や予算の都合により深掘りができなかった 122。 

オランダの租特は、法律上、評価結果に関して一部でもネガティブな評価が確認され
た政策については改善が必要となる。改善が必要な政策については関連省庁と財務省で
改善に必要な要素を検討し、ネガティブな評価が付いていても続けるべきと判断した場
合は議会や内閣への説明が必要となる 123。イノベーションボックス税制についても
2015 年の評価を受け、大規模納税者と小規模納税者の適用基準の分離や WBSO の義務
付け、控除額の段階的な引き上げ等いくつかの政策変更が行われた。2023 年の結果につ
いては、財務省では、特に事務の負担感と得られる控除額の恩恵が見合わないことか
ら、イノベーションボックス税制の利用企業が減っていることに注目しており、評価結
果に基づいた政策改善に向けた勧告を検討している最中である 124。 

 

（５） 日本への示唆 

処置群・対照群の設定について、まず本事例では WBSO の事前申請制度を活用し、業
務データで処置群を特定している。そのため、処置群のサンプルサイズが十分に存在し
ており、またアウトカムに有効な研究開発に要する時間や研究開発支出の変数も全ての
処置群について偏りなく取得できている。また、対照群についても WBSO のデータを利
用しているため、処置群と同様の変数が取得可能である。処置群・対照群ともに WBSO

を利用している企業を対象としており、WBSO の効果を打ち消し合うことで WBSO の効
果を政策効果から除去することができている。 

また、本事例では制度の必要性や利点、課題点等についてはアンケート調査やインタ
ビューといった定性的な情報を活用し、評価を行っている。アンケート調査では、イノ
ベーションボックス税制を利用した企業だけでなく、イノベーションボックス税制を利
用していない企業に対しても調査を行い、イノベーションボックス税制の利点や欠点を
明らかにしている（ただしどちらも WBSO を利用している企業に対して調査が実施され
た）。なお、2023 年の効果検証では、個々の企業のメールアドレスが把握困難だったた
め郵送でのアンケート送付となっており、2015 年と比較して回答率が低下している。こ
のことから、電子メールなどでのアンケート送付を行うこと、また、予め回答率が低い
ことを見越してサンプルサイズを決定する（本検証では合計 4,000 件送付している）こ
とが望ましい。 

 
122 同上 
123 オランダ財務省, 現地ヒアリングより 
124 同上 
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評価期間については、イノベーションボックス税制の分析は公開されたが、現在は同
じ SEA テーマである WBSO の評価が実施されており、SEA テーマは 4～7 年の期間で実
施される。このように政策全体の包括的な評価にはある程度の期間が必要である。 

最後に、効果検証体制について、財務省、経済・気候政策省、政策実施者（Dialogic・
SEO Economics）の 3 者による強固な体制で実施されている。また、省庁側の担当者に
もそれぞれ定量分析や計量経済学に精通した人材が配置されており、入札段階から省庁
側でリサーチクエスチョンやアウトカムのイメージを持っている。また、評価実施者が
出した分析結果やその示唆について、省庁側でのレビューや結果の要因について考察を
行っている。なお、省庁によっては定量分析の知見が多く、分析手法についても具体的
な指定を行う省庁も存在する。 

 

３－１－２. ドイツ 

ドイツにおける租特評価の個別事例として、2017 年から 2019 年に実施された 33 件の
租特に対する効果検証を調査した。これは、財務省の委託によりケルン大学 FiFo 公共経
済研究所、ライプニッツ欧州経済研究センター（ZEW）、Ifo 研究所及びフラウンホーフ
ァー応用情報技術研究所（FIT）の 4 つの研究機関が共同で実施したものである。 

2019 年に実施した 33 件の租特に対する効果検証は省庁横断的な租特評価の第２弾で
あり、2009 年には第 1 弾として 20 件の租特に対して評価を実施している。2009 年の評
価においては、20 件の租特のうち、5 件が十分と評価され、10 件に対して改正が必要、
残る 5 件に対して廃止されるべきと評価された。なお、法律上効果検証の実施タイミン
グは定まっていないが、効果検証は国会の任期中に 1 度は実施することを目指してい
る。125 

（１） 制度概要 

本事例は、33 件の租特の効果を検証している。対象となった租特は 5 つのグループに
分類されている。最も多いのはエネルギー及び電力税（13 件）、次に商業及び農業に関
する所得税（9 件）、自動車税（5 件）、住宅及び都市開発に対する所得税（5 件）、最後
に従業員持ち株に関する所得税（1 件）となっている。各グループの内訳は下表のとお
りである。 
  

 
125 FiFo Institute for Public Economics, University of Cologne「Evaluierung von Steuervergünstigungen」、125 FiFo Institute for 
Public Economics, University of Cologne「Evaluation of Tax Expenditures in Germany」https://www.fifo-
koeln.org/images/aktuelles/2023/Thoene_ECLAC-Presentation_09112023_v01.pdf  

https://www.fifo-koeln.org/images/aktuelles/2023/Thoene_ECLAC-Presentation_09112023_v01.pdf
https://www.fifo-koeln.org/images/aktuelles/2023/Thoene_ECLAC-Presentation_09112023_v01.pdf
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表 ３-１対象租特に係る税目及び名称一覧 

 
税目 措置名 

A 

 

エ
ネ
ル
ギ
ー
税
及
び
電
力
税 

農林業に対する優遇措置 

受益設備で使用する場合のエネルギー税の優遇措置 

特定のプロセスや手続きに対するエネルギー税の優遇措
置 

企業向けエネルギー税の優遇措置 

エネルギー税の優遇措置（ピーク均等化） 

電力税の優遇措置 

特定のプロセスや手続きに対する電力税の優遇措置 

電力税の優遇措置（ピーク均等化） 

港湾における荷役のためのエネルギー税の優遇措置 

エネルギー製品 内航海運に対する優遇措置 

公共交通機関に対するエネルギー税の優遇措置 

鉄道輸送に対する電力税の優遇措置 

ウォータークラフトに対する海岸電力供給の優遇措置 

B 

自
動
車
税 

トラクター、トレーラーなどの登録車両に対する優遇措
置 

自動車用トレーラーに対する非課税 

トレーラーに対する重量課税の軽減 
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税目 措置名 

トレーラーに対する最大税額の減額 

大型商用車の最高税額の減額 

C 

 

所
得
税
：
商
業
及
び
農
業 

農林業への優遇措置 

指定建築物に対する使用価値課税に対する優遇措置 

土地・土壌からの撤退に対する非課税措置 

キャピタルゲイン関連の優遇措置 

隠れた準備金の移転 

再開発・開発施策の場合の隠れ積立金の移転 

事業売却益に対する引当金 

株式売却益に対する引当金 

事業売却益に対する引当金 

D 

所
得
税
：
住
宅
及
び
都
市
開
発 

特定の社宅の賃貸価格の優遇 

再開発地域の家屋に対する追加控除額 

指定建築物に対する追加控除額 

自己の居住関連の優遇措置 

保護に値する文化財に対する優遇措置 

E 
所得税： 

従業員持ち株 
従業員持ち株会で保有する株式関連の優遇措置 
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（２） 分析の前提 

33 件の租特の効果検証には約 2 年を要している。財務省が設定している通常の効果検
証プランは 1 年であるが、本事例では 33 件の租特と検証対象が多かったことから通常プ
ランよりも長い期間を要した。財務省内で分析方針を定め、各省庁と調整した後に委託
先を選定して、分析が実施された。分析過程において、財務省と委託先の評価実施者の
間で中間報告にて適宜検証結果が共有されており、各担当省庁との間でも年 2～3 回（2

年間で 5～6 回）分析結果を議論しつつ進められた。126 

 

表 ３-２財務省の分析プラン 

通常の分析プラン 

財務省における分析方針の合意 約 1 か月 

各省庁との調整と委託先の選定 約 3 か月 

分析の実施 約 7-8 か月 

 

効果検証は、ケルン大学 FiFo 公共経済研究所、ライプニッツ欧州経済研究センター
（ZEW）、Ifo 研究所及びフラウンホーファー応用情報技術研究所（FIT）の４つの研究
機関が共同実施しており、ケルン大学 FiFo 公共経済研究所が全体のプロジェクト管理の
役割をしていた。検証対象の租特はいくつかに分けて４つの研究機関で分担しており、
税収損失の定量化はミクロ税金シミュレーションモデルを開発した FIT がすべて実施し
た。なお、効果検証を外部機関に委託して実施したのは、財務省が政治的意図を介入さ
せず、独立したアドバイスを求めていたためであった。127 

効果検証体制は、４つの研究機関のスタッフ 15 人と、FiFO 公共経済研究所では 15～
20 人ほどの学生スタッフで実施された。財務省は税制部門（General Tax Policy Unit）と
各租特の専門部署（Concreate Tax Expenditure Group）が関与した。128 

33 租特の効果検証全体の予算は 1.6 億円以下（100 万ユーロ以下）で設定された。通
常は、１つの租特を評価する場合 800 万円（5 万ユーロ）から 3,200 万円（20 万ユー
ロ）の間で設定されることが一般的であるが、件数が多く評価期間が長期におよぶ場合
は 1.6 億円（100 万ユーロ）までの間で設定される。129 

 
126 財務省、FIFO 研究者,ヒアリングより 
127 同上 
128 同上 
129 同上 
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（３） 分析設計と工夫 

33 件の租特の分析は、財務省により２年に 1 度発行されている助成金と租特の歳入・
歳出の影響に関する補助金レポートの質を上げることを目的として実施された。また、
ドイツでは古い租特が多く、明確な目的が設定されていない租特が多いことから、目的
と関連性についても評価を行っている。2009 年の評価では補助金レポートに掲載されて
いる最も租税支出が多い 20 件の租特が選定され、2019 年の評価では、過去 10 年で 1 度
も分析されていない租特のうち租税支出が大きいものと、その租特と内容が類似してい
るものを対象とすることとなり、33 件の租特が評価対象として選定された。130 

評価においては、「①目的との関連性、②効果（有効性）、③持続可能性、④手段的適
合性、⑤透明性とモニタリング」と 5 つの評価項目を基に実施されている。①②③⑤に
ついてはケルン大学 FiFo 公共経済研究所が設定した評価項目であり、④は財務省から指
定された項目である。ヒアリングを行った評価実施者によると、評価項目は 2002 年に財
務省の委託を受け、租特及び助成金に関する評価基準、成果に基づく予算配分、90 年代
の発展の国際的な事例をまとめた際に今回の評価項目を作成した。今までは個別の租特
の評価は実施されてきたものの、横断的な評価の事例はなかったことから、各国の様々
な文献や報告書の要素を組み合わせて、評価項目を作り上げている。 

評価項目ごとに図 ３-9 に示す５段階の定量的なスコアを使用した上で、５つのスコア
を均等に重み付けした合計スコアが算出されている。合計スコアが 1.00 であれば「エク
セレント」（Excellent）、0.75 であれば「良好」（Good）、0.50 であれば「十分」
（Sufficient）、0.25 であれば「不十分」（Weak）とされている。なお、評価項目のうち、
①目的との関連性と②効果（有効性）については、他の評価項目よりも重視し、ノック
アウト基準 131として定義されている。評価実施者によると、評価者個人による裁量の余
地を小さくするため、研究者間で議論し、スコアを調整することもあった。また、研究
者間では評価・分析方法などの論理的な部分について毎週議論を行っていた。132 

表 ３-３ 評価項目と評価基準 
評価項目 評価基準 

① 目的との関連性  目的に対して、当該政策は経済的・社会的正当化の観点から適切
であるか。 

 
130 同上 
131 ノックアウト基準とは、当該評価項目のスコアよりも合計スコアが高くならないことを示している。 
132 同上 
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評価項目 評価基準 

② 効果（有効性）  当該政策は、目的の達成に対して認識できるほどの貢献をしてい
るか133。 

③ 持続可能性  当該政策は、ドイツの持続可能性戦略に基づく各テーマ（例：貧
困、健康、気候変動など）に影響を与えるか。 

④ 手段的適合性  当該政策は、目的を達成するために最良の手段であるか。 

⑤ 透明性とモニタリング  当該政策の内容は、一般に公開されているか。また、（第３者に
よる）モニタリングが可能な状態であるか。 

 

図 ３-9 評価スコア 
出所：FiFo Institute for Public Economics, University of Cologne「Evaluierung von 
Steuervergünstigungen」 

 

分析手法としては、計量分析が可能であった租特では主に回帰分析を使用して定量分
析を行っていたが、データ不足により定性分析で留まっているものもある。評価実施者
によると、本来は因果関係を示すような差の差分析などを実施したかったが、データ不
足により難しかった。また、分析対象が 33 件という数の多さから、人手、時間、予算、
データに制約があり、租特以外の政策との効果の切り分けを検討できなかった。一方
で、一部の租特では他の政策の影響を言及しており、例えば農業税について税金と補助
金が同じ方向に作用しているものと、逆方向に作用しているものがあり、効率的ではな
いと評価している。134 

 

（４） 分析結果の活用 

分析結果では、33 件の租特のうち、６件の措置等が「良好」、17 件の措置等が「十
分」とされ、合格基準を満たすとされた。一方で、10 件の措置等が「不十分」とされて

 
133 「可能な限り効果の因果関係を明らかにすることが重要である」と記されているが、「不可能な場合は、経済理論や
他の経済的研究から得られる」とし、当該政策の効果検証までを求めているわけではない。 
134 同上 
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いる。また、評価結果については図 ３-10 のとおり、スコアを円グラフ・棒グラフで可
視化しており、国民・政策立案者にとってわかりやすくまとめられている。2009 年の分
析では、信号機の形を用いて各租特の評価を 3 段階で行っており（評価結果は図 ３-11

参照）、単純明快なためメディアの注目を集めた一方で、評価区分の細分化が不十分と
いう問題点があった。このため、政策担当者にとってより参考となるよう、2019 年の分
析では、評価項目ごとに円グラフを用いた 5 段階評価とした。135 

 

図 ３-10 2019 年の総合評価結果の概要 
出所：FiFo Institute for Public Economics, University of Cologne「Evaluierung von 
Steuervergünstigungen」 

図 ３-11 2009 年の評価結果 
出所：  FiFo Institute for Public Economics, University of Cologne「Evaluation of Tax Expenditures in 
Germany」 

 
135 同上 

目的との関連性

効果（有効性）

持続可能性

手段的適合性

透明性とモニタリング

総合評価

エクセレント 良好 十分 不十分 不足
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2009 年の分析結果の公表時はリーマンショックの影響で、2019 年の分析結果の公表時
は新型コロナウイルスの影響で、それぞれ経済情勢が後退局面で政府は歳出を増やす必
要があったため、租特の見直しには至らなかった。しかし、その後、2023 年 11 月に、
最高裁が新型コロナウイルス対策のために確保していた 9 兆 6,000 億円（600 億ユーロ）
の未使用政府予算を次期予算の気候変動対策に転用することは違憲と判断したことを受
け、財務省は次期予算を見直し、各省庁に予算削減の検討を求めた。それを契機に、租
特についても、33 件の分析結果を基に見直しを行い、議会にて、農業部門のディーゼル
使用に対する軽減税率政策（グループ A「農林業に対する優遇措置」）の 3 年間での段階
的廃止及びトラクター免税（グループ B「トラクター、トレーラーなどの登録車両に対
する優遇措置」）の廃止が決定された。しかし、トラクターについては、これまで自動
車税は課税されたことがなく、普通の車と同様のレートで課税するのか等、今後どのよ
うに課税するのが適切かの判断が難しく、また、ロビイストの反対や農業従事者による
抗議活動もあって、トラクターの免税の廃止は中止された。そのほか、抗議活動におい
ては、100 名以上の農業従事者がトラクターによる抗議活動を行った結果、交通機関が
麻痺するといった社会的な影響もあった。136 

図 ３-12 見直しがされた租特の評価結果 
出典：FiFo Institute for Public Economics, University of Cologne「Evaluierung von 
Steuervergünstigungen」 

 

図 ３-13 租特の見直しによる社会的影響 
出所：Reuters ,「German farmers protest with tractors against austerity measures」 

 
136 Reuters ,「German farmers protest with tractors against austerity measures」,German farmers protest with tractors against 
austerity measures | Reuters 

https://www.reuters.com/world/europe/german-farmers-protest-with-tractors-against-austerity-measures-2023-12-18/
https://www.reuters.com/world/europe/german-farmers-protest-with-tractors-against-austerity-measures-2023-12-18/
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（５） 日本への示唆 

分析結果のまとめにおいては、ドイツでは統計の知識がなくとも評価結果が理解でき
る形で結果をまとめている。2009 年公表の 20 租特の評価結果では、信号機のように
「赤」、「黄」、「青」と評価を分類しており、それが単純明快でメディアの注目を受け
た。ただし、メディアの注目は受けたものの、リーマンショックによる経済の後退によ
り、政府は歳出を増やし、分析結果は活用されなかった。評価結果は活用されなかった
ものの、その時の経済状況によっては、政策評価を踏まえた対応の必要性を世間が認識
し、評価が活用されやすくなると考えられるため、我が国においても、単純明快に評価
結果をまとめることも効果的である可能性がある。また、2019 年公表の 33 租特の評価
結果では、政策立案担当者にとってより参考にしやすいまとめ方として分析結果を円グ
ラフ・棒グラフで整理しており、これらはわかりやすく情報公開する際の参考として活
用できるのではないかと考えられる。 

他の政策の効果と切り分けた租特の評価においては、人手、時間、予算、データの制
約から、十分に切り分けまで考慮した分析は実施できなかったことが、評価実施者への
インタビューを通して把握できた。他の政策の効果を切り分けて分析を行うためには、
相当な労力、予算が必要であり、データも整備されている必要がある。本事例では他の
政策の効果を切り分けられてはいないものの、ドイツの他の研究機関では各政策の影響
ではなく政策テーマで評価を行った事例があり、租特の効果のみを切り分けることが難
しい場合は、同じ目的・目標を持った政策テーマの単位で分析を行う方法も考えられ
る。 

租特の評価では、誰が関与して、どの租特をどのような評価軸に沿って実施するかを
明確にする必要がある。複数の機関に委託して評価を行った 33 件の租特の例では、研究
機関で話し合いながら進めており、財務省内でも特定の租特についての専門部署が関与
しながら評価が実施された。日本でも計量分析や税に関する有識者を関与しながら分析
を実施していくことが必要と考えられる。 

また、どの租特を評価の対象とするかに関しては、ドイツのように税金を効率的に使
用していることを明確にするため、より租税支出が大きい租特を選定して、すべての租
特の効果検証を行わずとも、より租税支出が多いものを対象として効率的に効果検証を
実施することが考えられる。一方で、ドイツでも 33 件と、ある程度の対象に絞っている
ものの、評価には 2 年の期間と 1 億円以上の予算が必要とされており、複数の租特の効
果検証となると専門家が分析を行っても相当な時間、労力、費用がかかる点は注意すべ
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きである。 

評価基準に関しては、33 件の租特に対して「目的との関連性」「効果（有効性）」「持
続可能性」「手段的適合性」「透明性とモニタリング」の 5 つの評価項目を設けた上で、
評価が実施された。そのうち、「目的との関連性」「効果（有効性）」は一般的な視点で
あるといえる。また、 「手段的適合性」も我が国における租税特別措置等に係る政策評
価の点検で類似の視点が考慮されており、「透明性とモニタリング」についても我が国
では政策評価書の公表の義務づけなどの対応がとられている。一方で、「持続可能性」
は、我が国でも重要政策となっている持続可能性に関連する政策テーマにどのような影
響を与えるかという視点は、政策評価の有効性を高められる可能性があり、今後におけ
る政策評価の設計時には考慮に含める余地がある。 
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３－２. オンラインヒアリング対象国 

３－２－１. イギリス 

イギリスにおける租特の効果検証の個別事例として、2020 年 11 月に公開された
「Evaluation of the Research and Development Tax Relief for Small and Medium-sized 

Enterprises」を対象に調査した 137。これは歳入庁（HMRC）の委託を受けて民間のコン
サルティング会社 London Economics とリサーチ会社 OMB Research が共同実施したもの
で、中小企業向けの研究開発税制を対象としている。なお、当該評価は毎年行われるも
のではなく、2019 年に歳入庁の要請に応じて行われたものである。 

（１） 制度概要 

本事例は、中小企業向け研究開発税制（R&D tax relief for small and medium-sized 

enterprises）の効果を検証している。本税制は 2000 年に創設され、2020 年度において 42

億ポンド（約 7,854 億円）の適用額実績がある租税特別措置であり、適格研究開発費に
186%を乗じた額の所得控除と、所得控除の可能額または所得控除適用後の欠損金額のい
ずれか少ない金額に 10%を乗じた額の税額控除（還付請求）との選択適用を可能とする
ものである 138。対象者は、従業員数が 500 人未満、売上高が 1 億ユーロ（160 億円）139

未満または総資産が 8,600 万ユーロ（約 138 億円）未満の中小企業である 140。ただし、
国の援助を 750 万ユーロ（12 億円）よりも多く受けている場合や中小企業減税以外の国
からの援助を受けているプロジェクトである場合 141、委託先による研究である場合など
は除外される 142。 

研究開発税制を適用するためには、歳入庁が定める研究開発の定義を満たす必要があ
る。本税制を初めて適用する事業者は、歳入庁に事前保証申請をすることで税制の適用
が保証される。なお、本税制を初めて適用する事業者や、前回の適用から 3 年以上経過
している事業者は、確定申告前に歳入庁へ事前届出を行わなければならない。また、
2023 年 8 月 8 日以降に本税制を適用する事業者は、事前に適格費用の詳細、プロジェク
トの対象となる科学・技術分野、科学・技術の当時のベースライン、プロジェクトにお
いて達成しようとした成果、プロジェクトの不確実性とその克服方法、適用する税制等

 
137 London Economics, ‘Evaluation of the Research and Development Tax Relief for Small and Medium-sized Enterprises’ 
138 税額控除については欠損法人に限り適用が可能 
139 円貨換算には、1 ユーロ=160 円、1 スウェーデン・クローネ＝14 円を使用した。以下同じ。日本銀行.”基準外国為替
相場及び裁定外国為替相場（令和 6 年 3 月中において適用）”. 
https://www.boj.or.jp/about/services/tame/tame_rate/kijun/kiju2403.htm. 
140 一定の関係会社がある場合は当該関係会社も含めて要件の判定が必要である。 
141 ただし援助を受けていない部分については適用できる可能性がある。 
142イギリス政府, ‘https://www.gov.uk/guidance/corporation-tax-research-and-development-tax-relief-for-small-and-medium-sized-
enterprises’,  https://www.gov.uk/guidance/corporation-tax-research-and-development-tax-relief-for-small-and-medium-sized-
enterprises. (参照 2023-12-7) 

https://www.gov.uk/guidance/corporation-tax-research-and-development-tax-relief-for-small-and-medium-sized-enterprises
https://www.gov.uk/guidance/corporation-tax-research-and-development-tax-relief-for-small-and-medium-sized-enterprises
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の詳細情報を記載した書類を提出する必要がある。その後、事業年度の終了から 2 年以
内に、法人税確定申告/修正申告書上において本税制の適用を申告することで、本税制の
適用が可能となる 143。 

 

 

本税制は、イノベーション促進政策の一環として実施されている。イギリスでは、企
業総数 560 万社のうち中小企業が 99.9%、また雇用者総数 1,670 万人のうち中小企業の雇
用者が 61％を占めていることから、中小企業の活性化が経済にとって重要な意義を持
つ。したがって、下図に整理したとおり、中小企業を対象とする租税特別措置等、金融
支援措置等の支援策を多数実施し、中小企業の活性化を後押ししている。また、研究開
発から収益化まで中長期的な支援を行う準備がされていることが特徴的である。例え
ば、租税特別措置等については、研究開発段階及び特許取得段階においては研究開発税
制、事業化準備及び収益化段階においては強化資本手当、UK Freeport、パテントボック
スなどが設けられている。また、金融支援措置や補助金等については、研究開発段階及
び特許取得段階においては Innovation Funding、事業化準備及び収益化段階においては
Start Up Loans などが導入されている 144。 

 

 
143 同上 
144 経済産業省産業技術環境局委託調査、令和３年度産業技術調査事業に係る調査報告書、
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2021FY/000385.pdf を基に最新の関連法規や公開情報を確認してデロイトが作成 

図 ３-14 租税特別措置の手続きイメージ 
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（２） 分析設計と工夫 

本措置の目的は、中小企業の研究開発支出の増加を支援することで、中小企業のイノ
ベーションを促進させることである。また、本措置によって適用企業の生産性向上も期
待される。一方で波及効果として同セクター・同エリアの企業との健全な市場競争を阻
害してしまう懸念も存在する。 

本事例では①直接的な影響、②間接的な影響、③制度の妥当性の 3 つの側面について
分析が実施されている。まず、①直接的な影響として本措置が研究開発支出を増加させ
るかどうかを検証している。次に、②間接的な影響として研究開発支出の増加がその企
業の生産性を向上させているか、また同セクター・同エリアの企業の売上へはどのよう
に影響しているかを確認している。最後に、③制度の妥当性として制度の「比例性」
（税額控除率が増加するほど効果も増大するか。より低い控除率では同様の結果が達成
できないか）と「適切性」（研究開発支出を増加させる手段として本措置が適切か。他
の支援の方が適切ではないか）を判断している。 

なお本事例は、欧州連合（EU）の機能に関する条約（TFEU）第 107 条で定める国家
援助規制に適合しているかを判断するため、措置の施行に欧州委員会の承認が必要であ
ることから、欧州委員会の基準を満たすために歳入庁が民間のコンサル会社である
London Economics へ発注したものである。そのため、確認したい効果やアウトカム指標
については歳入庁が各省の評価実施者へ指定しており、評価実施者は欧州委員会が整理
している分析のフレームワークに沿って分析を実施した 145。 

 
145 London Economics,オンラインヒアリングより 

図 ３-15 イノベーション促進政策における個別政策の位置づけ（イギリス） 
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分析手法について、①直接的な影響については OLS146や固定効果モデル 147、Arellano-

Bond 推定法 148を、②間接的な影響については生産関数アプローチ 149をそれぞれ 用いて
推定しており、③制度の妥当性については評価実施者が本措置の申請企業 800 社と非申
請企業 400 社にアンケート調査を実施し、その結果を集計している。分析手法の選択理
由として、評価実施者は「OLS は統計にあまり知見が無い政治家や官僚にも分析結果が
理解されやすいという利点がある 150。」と述べている。 

まず、①直接的な影響および②間接的な影響を測定するため、処置群と対照群を設定
した。処置群は本措置を適用した企業であり、対照群は傾向スコアマッチングにより処
置群と類似した企業を選定している。 

次に、アウトカム指標について、①直接的な影響については「ユーザーコスト弾力
性」（研究開発活動の資金調達コストが変化することによって、研究開発支出がどの程
度変化するか）と「追加効果」（制度の利用によって追加された研究開発支出）を、②
間接的な影響については翌年の事業売上をそれぞれ設定している。 

また、③制度の妥当性について、本事例で実施したアンケート調査では、本措置を適
用した企業、研究開発を実施したが措置を適用しなかった企業、研究開発を実施しなか
った企業の 3 グループに対して電話調査を行った。本措置を適用した企業については歳
入庁から対象企業のリストを提供されており特定が可能であった。研究開発を実施した
が措置を適用しなかった企業については研究開発が活発な業種から探し出し、研究開発
を実施しなかった企業についてはランダムサンプリングによって抽出した。アンケート
の回答率を上げるため、調査前に何度か連絡を行い、歳入庁から手紙を送りアンケート
の正当性を示す必要があった 151。 

 

（３） 分析結果の活用 

直接的な影響の分析結果では、ユーザーコストの弾力性にマイナスの効果が出てお
り、これは本措置の適用で資金の調達コストが引き下げられることで研究開発支出が増
加していることを示す。具体的には、図 ３-16 に示すように、例えば Arellano-Bond 推定
法による推定結果によれば、資金調達コストが 1%減少した際に研究開発費が 0.5～

 
146 Ordinary Least Squares（最小二乗法）。多数の観測値との誤差の 2 乗の和を最小にするものを求めることで、最も確か
らしい値を求める方法 
147 Fixed Effect Model。個体ごとに異なり時間を通じて変化しない固定効果を、重回帰モデルに加えたモデル 
148 一般化モーメント法 (GMM:generalized method of moments) に基づくダイナミックパネルデータモデルの 1 つ 
149 Production function approach。マクロ集計的な生産関数を労働資 本そして社会資本ストックを説明変数とし、統計的
に生産関数を推計することで、社会資本ストックが生産性にどれほど寄与するかを計測する方法 
150 OLS は統計学において基本的かつ有名な手法であり、モデルや結果の説明が容易であるためと考えられる 
151 London Economics,オンラインヒアリングより 
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1.04%増加する傾向を示した 152153。また、追加性についてもプラスの効果が確認されて
おり、例えば通常の控除請求を行った者については税収が 1 ポンド減るごとに研究開発
費が 0.75～1.28 ポンド増加する（図 ３-17154）。 

 

 

間接的な影響の分析結果では、研究開発支出の増加により、その企業の売上が増加し
ていることが確認されたほか、同地域の売上に対してもポジティブな影響をもたらすこ
とが明らかになった。具体的には、図 ３-18 に示すように、翌年の事業売上について、
研究開発支出が 1%増加することで実施企業の売上高が 0.021%増加した 155156。一方で、
同業種企業の売上は減少しており、本措置が市場の競争を歪める可能性が示唆された。 

 
152 図中のアスタリスク「***」、「**」、「*」については、それぞれ p 値が p<0.01、p<0.05、p<0.1 であることを示す。 
153 図中の「上限」「下限」とは 95%信頼区間の上限と下限を指す 
154 図中の「通常の控除請求」とは税負担を軽減させるいわゆる控除請求を、「クレジットの控除請求」は欠損法人につ
いて適用可能な還付請求を指す。 
155 図中のアスタリスク「***」、「**」、「*」については、それぞれ p 値が p<0.01、p<0.05、p<0.1 であることを示す。 
156 研究開発”非実施”による間接的な”影響”は存在しないため、該当欄は「N/A」となっている。 

図 ３-16 直接的な影響についての分析結果（ユーザーコスト弾力性） 

図 ３-17 直接的な影響についての分析結果（追加性） 
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制度の妥当性については、比例性と適切性の観点から評価を行った。 

まず、比例性（控除額が増加するほど研究開発支出が増加するか）について、図 

３-19 に示すように、仮に直近で改正が行われ、控除率が 10%に引き上げられた場合、
76%の回答者が、研究開発支出は変更しないと回答しており、直近の改正での税額控除
率の引き上げによる研究開発支出への効果は小さいと考えられる。 

 

適切性（目的達成のために本措置が適切か）については、本措置が租特から補助金制
度へ制度変更された場合に研究開発支出を変更するかという問いに対し、56%の回答者
が補助金制度へ変更されても研究開発支出は変更しないと回答しており、本措置は研究
開発支出を促進させるために一定適切な制度であると考えられる。ただし 39%の回答者
は補助金制度によって研究開発支出を増やすと回答しており、十分適切な制度とは結論
付けられていない。 

図 ３-19 比例性に関するアンケート結果 

図 ３-18 間接的な影響についての分析結果 
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（４） 日本への示唆 

租特の妥当性（比例性・適切性）については、ミクロデータを用いた高度なアプロー
チではなく、アンケート調査をベースとした簡単な定量評価をおこなっている。また、
アンケート調査は本措置を適用した企業だけでなく、研究開発を実施したが本措置を適
用しなかった企業やそもそも研究開発を実施しなかった企業に対しても実施されてお
り、そうすることでより説得力が高いデータソースとなっている。 

租特の影響に関する定量分析については、歳入庁から租特を利用した企業のリストを
入手し、処置群を特定することによって分析が行われた。このように租特を適用した企
業の情報にアクセスできることで、より信頼性の高い分析結果が期待できる 

 

３－２－２. スウェーデン 

スウェーデンにおける租特の効果検証の個別事例として、2023 年 2 月に公開された
「Evaluation of the tax incentive for private investors in Sweden」を対象に調査した 157。これ
は経済・気候変動省の成長政策分析庁が実施したものであり、2014 年に導入された投資
家控除に対する効果検証である。 

（１） 制度概要 

本事例では、投資家控除（Investeraravdrag）の効果を検証している。本税制は、スタ
ートアップへ投資を行った個人投資家に対し、所得控除の適用を可能とするものであ
る。適用要件は、投資家自身と投資先の企業のそれぞれについて存在しており、投資家

 
157 成長政策分析庁,’ Evaluation of the tax incentive for private investors in Sweden’ 

図 ３-20 適切性に関するアンケート結果 
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にあっては、1) 租税条約によりキャピタルゲインへの課税が免除されないこと、2) 新規
株式を現金で取得していること、3) 取得年度末時点に当該株式を保有していることが要
件とされており、投資先企業にあっては 1) アクチエボラグ（有限責任会社）その他の企
業形態であること、2) 取得年度における社職員の人数が平均して 50 人未満であるこ
と、3) 取得年度における純売上高または純資産額が 80,000,000 スウェーデン・クローナ
（約 11 億円）以下であること、4) 株式または議決権の 25%以上を公的団体に保有され
ていないこと、5) 300,000 スウェーデン・クローナ（約 400 万円）以上の給与を支払って
いること、6) 創業から 7 年未満であること、7) 経営難に陥っていないことなどが適用要
件として定められている。適用要件を満たした投資家は投資額の 50%の所得控除を受け
ることができるが、控除額は年間 650,000 スウェーデン・クローナ（約 900 万円）が上
限である。また、取得年度から 5 年以内に株式を売却した場合は売却年度に控除額の戻
し入れが必要となる 158。 

投資家控除を適用するには、1) 新株の取得、2) 損益計算書の提出、3) 確定申告の 3 つ
の手続きが必要である。まず、投資家はスタートアップが発行した新株を現金で取得す
る。次にスタートアップは当該投資が投資家控除の要件を満たすかを確認し、要件を満
たす場合には投資家に対して損益計算書を提出する。最後に投資家は国税庁に対し、損
益計算書を添付した所得税申告書にて投資家控除を請求する。なお、1)新株の取得で取
得した株式を取得年度から 5 年以内に売却する場合は、控除を戻し入れる必要がある。
この場合、再度スタートアップから損益計算書を取得し、国税庁に申告しなければなら
ない 159。 

投資家控除はイノベーション促進政策の一環として実施されている。スウェーデンに
おけるイノベーション促進政策は、プロジェクトの投資・イノベーション政策の調査研
究・イノベーション環境のための長期投資などを行うイノベーションシステム庁
（VINNOVA）が主導している。また、スタートアップの促進はスウェーデン経済・地
域成長庁（Tilvaxtverket）が担っている。図 ３-21 にてイノベーション促進政策全体のパ
ッケージを整理した 160。 

 
158 Skatteverket, ‘Investeraravdrag’, 
https://www.skatteverket.se/privat/skatter/vardepapper/investeraravdrag.4.10cbb69314111c2d94ba38b.html. (参照 2024-01-29) 
159 同上 
160 経済産業省産業技術環境局委託調査, 令和３年度産業技術調査事業に係る調査報告書, 
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2021FY/000385.pdf を基に最新の関連法規や公開情報を確認して当社が作成 

https://www.skatteverket.se/privat/skatter/vardepapper/investeraravdrag.4.10cbb69314111c2d94ba38b.html
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図 ３-21 イノベーション促進政策における個別政策の位置づけ 

 

（２） 分析設計と工夫 

本制度の目的は、機関投資家が投資を行わない小さなスタートアップにおいて、熟練
した個人投資家から資金面の援助および経営に関する助言を受けやすくすることであ
る。そのため、本制度によって個人投資家のスタートアップへの投資が活発化すること
で、スタートアップの資金調達に伴うコストが削減され、株式投資の件数と規模が増加
することが期待されていた。また長期的なアウトカムとしてスタートアップの成長によ
る雇用や経済成長への影響も想定されている。 

そこで、本分析では売上高や付加価値、固定資産額、雇用者数をアウトカム指標とし
て投資家控除がスタートアップに与える影響を分析している 161。アウトカム指標は政策
目的とデータ制約の両方を考慮して政策実施者が設定したものである。政策実施者によ
れば、政策目的として挙げられていた株式投資の数や規模についても影響を確認したか
ったが、データが存在しなかった。 

本分析には差の差分析が用いられている。処置群は、投資家控除の適用要件を満たす
投資家から投資を受けたスタートアップとしている。対照群は、まず、投資家控除の適
用要件のうち「新株取得」の要件のみ満たさない投資家からの投資を受けたスタートア
ップを候補とし、次に、他政策による影響を除去するため、Coarsed Exact Matching

（CEM：大まかな属性で厳密なマッチングをする方法）を用いて企業規模や企業の特徴

 
161 成長政策分析庁へのヒアリングによると、投資への影響についても確認しようとしたがデータが存在しなかったた
め実施していない。 



 

78 

 

などが処置群と類似しているスタートアップに絞り込んで設定している。成長政策分析
庁へのヒアリングによると類似政策の適用企業は適用条件に合致すれば自動的に税控除
される 162。よって、類似政策に関する適用条件のデータが存在する場合、類似政策の適
用企業は分析対象から除外している 163。 

 

（３） 分析結果の活用 

分析の結果、破線で囲っている政策効果を示す変数「処置群×適用後」を売上高また
は付加価値額について複数モデル（1）～（5）で検証しているが、いずれもマイナスと
なっており、処置群の売上高や付加価値額は対照群と比べて小さくなっている（例えば
モデル（1）について処置群は対照群と比べ、売上高が 24%低くなっている）（図 

３-23）164。このことは、政策目的に反して、制度を適用した投資家が成長見通しの低い
企業に投資していることを示している。また、制度を適用した投資家は平均投資額や経
営・業界経験が低い投資家が多く、本来政策のターゲットとして想定されていた、投資
先企業へ有益な経営アドバイスを与えられるような経験豊富な投資家ではなかった。 

政策評価者は分析結果を踏まえ、投資家控除は富裕層である個人投資家が優遇される

 
162 成長政策分析庁, オンラインヒアリングより 
163 同上 
164 例えばモデル（1）について、処置群は対照群と比べ、売上高が 24%低くなっている。 

図 ３-22 適用要件を用いた処置群・対照群の決定 
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逆進税制であることから、より成長見通しが高いスタートアップへの投資が活発になる
という追加性（Additionality）をもたらすことがこの政策にとって重要であると強調して
いる。ただし、ヒアリングによると、政策の改正には相当の時間が必要であり、本検証
以外からも投資家控除に関する問題点が指摘されているものの、未だ改正には至ってい
ない。 

 

（４） 日本への示唆 

まず、本事例のように租特の適用対象が企業以外（投資家など）であっても、租特の
効果が企業へ影響すると考えられる場合は企業のデータを用いて分析を実施できること
が示された。つまり適用対象のデータが整備されていなくても、企業のデータが整備さ
れていれば分析できる可能性がある。ただし本事例では対照群として重要な条件である
「エンジェル投資家から投資を受けていない企業」が特定できるため、差の差分析が実
施可能であった。そのため処置群と対照群が特定できるデータが存在することが必須条
件である。 

次に、対象租特の効果を切り出すために、具体的に他の政策を活用した企業が把握可
能な場合はデータから除外することが望ましい。また、他政策が把握できない場合もマ

図 ３-23 分析結果 
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ッチング法などを用いて企業規模や特徴が近い企業を対照群として選定することで、他
政策を適用する条件が処置群と対照群の間で同一となる。つまり仮に処置群に他政策の
影響を受けた企業が存在しても、その類似企業としてマッチングした対照群の企業も同
じ政策の影響を受けている可能性が高く、処置群と対照群の間で他政策の影響が一定相
殺できていると考えられる。ただし適用企業に対して自動的に税控除される仕組みが類
似政策にない場合は、適用資格はあるが租特を利用しない企業が存在するため、適用要
件によって他政策の適用有無を判断してデータから除外することは難しい。また、マッ
チング法を用いても他政策の影響を受けた処置群の企業に対してマッチングした対照群
の企業はその政策を適用しておらず他政策の影響が取り除かれない可能性が高くなるこ
とに注意が必要である。 

 

３－２－３. フランス 

フランスにおける租特評価の個別事例として、2011 年 7 月に公開された「Place-Based 

Tax Exemptions and Displacement Effects: An Evaluation of the Zones Franches Urbaines 

Program」を対象に調査した。これはフランスの国立研究所（INSEE）が実施したもので
あり、フランスで行われた地域投資税制「Zones Franches Urbaines Program（以下
ZFU）」に対する効果検証である。ZFU の対象となる ZFU 地域の選定は 1997 年の第 1

弾、2004 年の第 2 弾と複数回に分けて実施された。第 1 弾では最も困窮した 44 の ZFU

地域とやや困窮度が低い 416 の「Zones de Redynamisation Urbaine （以下 ZRU）」の地域
が示された。第 2 弾では人口や失業率等から計算される指数により、ZRU 地域の中から
選定された。ZRU は、従業員が 150 名以下の企業において地方事業税の免税、ZRU 地域
の新設の企業において 2 年間の法人税の免税とその後 3 年間の減税等が可能な措置であ
り、地方事業税および法人税に対して優遇がある点が ZFU と共通している。その一方
で、建物への固定資産税の免税は ZFU と異なり対象とならない。本事例では第 2 弾で選
定された ZFU 地域に焦点を当てて分析が実施されている 165。 

 

（１） 制度概要 

本事例は、ZFU の効果を検証している。本措置は、対象地域の活性化と貧困率を低下
させることを目的とした免税制度である。対象事業者は、地方事業税の 5 年間免除（年
間 10 万ユーロ（約 1,600 万円）まで）、建物の資産税の 5 年間免除、法人税の 5 年間免

 
165 Givord et al.(2013), “Place-based tax exemptions and displacement effects: An evaluation of the Zones Franches Urbaines 
program” 
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除（年間 10 万ユーロ（約 1,600 万円）まで）、及び雇用主負担の 5 年間免除（3 年間で累
積 10 万ユーロ（約 1,600 万円）まで）が受けることができる。 

適用要件は、上記の税目毎に次のとおりである。地方事業税は、従業員が 50 名以下及
び売上が 1,000 万ユーロ（約 16 億円）未満であること。建物の資産税は、企業が所有す
る ZFU 地域内の建物であること。法人税は、従業員が 50 名以下及び売上が 1,000 万ユー
ロ（約 16 億円）未満であること。そして、雇用主負担は、従業員が 50 名以下、売上が
1,000 万ユーロ（約 16 億円）未満及び 3 分の 1 の従業員が ZFU 地域が所在する ZUS 地域
166に所在していることである。 

本措置を適用するためには、以下の手続きが必要である。 

手続き 制度概要 

① 前年の労
働運動の
年次宣言
書の提出 

免除を適用する会社は、ZFU 地域にある各事業所について、前年
の労働運動の年次宣言書 167を Dreets（経済・雇用・労働・連帯地
方局）と Urssaf（社会保障・家族手当保険料徴収組合）に送付す
る。このプロセスは、毎年 4 月 30 日までに行われる必要がある 

②採用申告書
の提出 

雇用契約の発効日から 30 日以内に企業は Dreets および Urssaf に採
用申告書を提出する必要がある 

 

ZFU は地域投資政策の一環として位置づけられる。フランスにおける地域投資政策
は、税制による特定地域への優遇が多数確認される。農村地域に関しては、共通農業政
策（CAP：the Common Agricultural Policy ）が規定されており、EU の基金や国庫負担金
による農村開発プログラムを通して、分権的に各地域により管理されている。国内の各
行政においては、各地域がそれぞれの目的に応じて企業誘致の体制を整えている。図 

３-24 にて整理したとおり、地域投資政策については、ZFU 以外にも様々な租税特別措
置等が設けられている 168。 

 
166 ZUS は、Zones Urbaines Sensibles の略で、416 の ZRU 地域が、この 750 の ZUS 地域から選定されることになる。こ
の ZUS 地域は ZUR や ZFU 地域と異なり優遇措置の適用は無いが、優先的に経済政策が必要な地域として指定されるこ
とになる。 
167 従業員の分類毎（年齢別、職種別等）の総数を記載する。 
168 European Commission, “European Network for Rural Development”, France | The European Network for Rural Development 
(ENRD) (europa.eu) 、Le ministère de l’Économie et des Finances , “Aides selon la zone géographique”, Aides selon la zone 
géographique | economie.gouv.fr、bpifrance “Prêt Régional de Revitalisation - Hauts-de-France”, Prêt Régional de Revitalisation - 
Hauts-de-France (bpifrance.fr) 

https://ec.europa.eu/enrd/country/france_en.html
https://ec.europa.eu/enrd/country/france_en.html
https://www.economie.gouv.fr/entreprises/aides-selon-la-zone-geographique
https://www.economie.gouv.fr/entreprises/aides-selon-la-zone-geographique
https://www.bpifrance.fr/catalogue-offres/pret-regional-de-revitalisation-hauts-de-france
https://www.bpifrance.fr/catalogue-offres/pret-regional-de-revitalisation-hauts-de-france
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図 ３-24 地域投資政策における個別政策の位置づけ（フランス） 
出所）European Commission, “European Network for Rural Development”、 Le ministère de 
l’Économie et des Finances , “Aides selon la zone géographique”、 bpifrance “Prêt Régional de 
Revitalisation - Hauts-de-France”を基にデロイトにて作成 

 

（２） 分析設計と工夫 

本措置の目的は、経済的に困窮している地域の企業を支援することで、その地域を活
性化させ、貧困率を低下させることである。また、本措置によって事業所数や雇用者数
の増加が期待される。一方で波及効果として ZFU 周辺地域での事業所数や雇用者数が減
少してしまう懸念も存在する 169。 

本事例では事業所数、雇用・収入、企業の経済状況、周辺地域への波及効果をアウト
カム指標とした分析が実施されている。これは政策目的を考慮して評価実施者（国立研
究所（INSEE））が設定したものである。評価実施者によれば、政策目的として挙げられ
た対象地域の住人の雇用についても確認したかったが、各社員の住所が把握できず、実
態は確認できなかったとのことである 170。 

本分析では傾向スコアマッチングで対照群を設定し、差の差分析によって ZFU の影響
を確認している。傾向スコアマッチングでは、「ZFU 地域からの地理的距離」「人口」
「失業率」「青少年（25 歳未満）比率」「中退者比率」「財政的ポテンシャル」などの指
標を基に第 2 弾 ZFU 地域と類似している ZRU 地域を選定し、当該地域内の企業を対象
群として設定している 171。 

なお、本措置の効果のみを切り分けて分析する工夫として、適用タイミングとエリア

 
169 同上 
170 INSEE 評価実施者へのヒアリング結果 
171 同上 
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を確認した。これにより、可能な限り、他の政策の影響をコントロールした。評価実施
者によれば、本措置では地方政府ではなく連邦政府が直接関与しているため、ZFU の適
用タイミングなどの詳細なデータが揃っていたとのことである 172。 

（３） 分析結果の活用 

分析の結果、ZFU による事業所数と雇用者数の増加は確認できたものの、既存企業
（ZFU に選定される前から同地域に所在していた企業）の時給と経済的指標への影響は
確認できなかった。具体的には、図 ３-25 のとおり、事業所数については、ZFU によっ
て 2004 年から 2007 年の間に 5～7%ポイント増加しており、雇用者数については、2007

年において 12%ポイント増加している。また、図 ３-26 のとおり、既存企業の時給と経
済的指標においては、2004 年の収入以外は統計的優位性が確認できず、既存企業の時給
と経済的指標への影響が明確に確認できていない 173。 

 

図 ３-25 ZFU の事業所数と雇用に与える影響 
出所）Givord et al.(2013), “Place-based tax exemptions and displacement effects: An evaluation of the 
Zones Franches Urbaines program” 

 
172 同上 
173 同上 
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図 ３-26ZFU の既存企業の時給と経済的指標に与える影響 
出所）Givord et al.(2013), “Place-based tax exemptions and displacement effects: An evaluation of the 
Zones Franches Urbaines program” 
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波及効果については、図 ３-27 のとおり、2004 年から 2007 年の間の事業数は 2～9%

ポイント減少しており、ZFU 周辺地域から ZFU 対象地域へ企業が移り、周辺地域にネガ
ティブな影響があったことが明らかとなっている。この結果を受け、対象地域の住人を
雇用した場合企業に資金が入る Emplois Francs が導入された 174。 

 

図 ３-27 ZFU による周辺エリアへの影響 
出所）Givord et al.(2013), “Place-based tax exemptions and displacement effects: An evaluation of the 
Zones Franches Urbaines program” 

（４） 日本への示唆 

地域政策の効果検証において、フランスの地域政策である ZFU の効果検証では、ZFU

地域と属性が似た ZRU 地域が存在したことで分析が進めやすかったことを、評価実施者
へのヒアリングで確認できた。我が国においても分析に当たって処置群に類似する地域
の特定を試みることが有効である。また、フランスの評価実施者からは、処置群と類似
する地域が存在しない場合でも、合成コントロール法で類似の複数地域を１つの地域と
みなして重みづけすることで処置群と類似した対照群が設定できる可能性が示唆され
た。日本においても、措置の性質上、処置群に類似する地域が存在しない場合は、合成
コントロール法の活用が考えられる。 

他の政策の影響を切り分けた分析においては、フランスでは ZFU の適用タイミングに
関するデータが整備されていたことから、適用タイミングとエリアを考慮して他の政策
の影響をコントロールした分析が可能であった。日本においても、政策の適用タイミン
グを考慮しつつ、政策の詳細なデータを整備することで、他の政策の影響を切り分けた
分析が可能となる可能性がある。 

 
174 同上 

ZFUによる周辺エリア（左記ピンクエリア）への影響

事業所数

雇用

新規事業所
設立

移転

労働時間数
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４. 本調査で得られた示唆 

本章では、前章までに得られた示唆を受けて、我が国における租税特別措置等の効果
検証として、今後、取り組んでいくことが望ましい内容を示す。 

 

４－１. 調査結果を踏まえた我が国への示唆 

我が国において租税特別措置等の分野における EBPM を定着させるとともに、租税特
別措置等に係る政策評価の質を向上させていくことを目的として、本調査で得られた示
唆を「効果検証制度・体制の構築」「データソースの構築」「効果検証の実施」「効果検
証結果を政策形成に取り込むための工夫」の 4 点から取りまとめる。 

 

４－１－１. 効果検証制度・体制の構築 

制度面においては重点的に検証すべき政策の特定や複数年にわたる効果検証、体制面
においては独立性が確保された推進体制等の改善に関する示唆が得られた。 

（１） 効果検証の制度 

オランダやドイツでは、特に租税支出額の規模の大きさ、内容に基づき重要性が高い
政策分野を特定し、複数政策を対象にした評価を行っており、こうした事例が参考にな
ると考えられる。特にオランダにおいては、2021 年から政策評価の戦略的な計画として  

戦略的評価アジェンダ（The Dutch Strategic Evaluation Agenda :SEA）が開始されており、
行政機関や国会からの要請のほか、世の中の注目を集める政策などを鑑みた上で特定の
政策テーマを設定し、政策評価を計画している。また、SEA の枠組みのもと、相互に影
響しあう複数の政策を含む政策群に対して、包括的な評価も行えるようになっている。
我が国においても、総務省行政評価局で、政策の統一性または総合性を確保するための
横断的な政策評価自体は行われているが、諸外国の取組から学びを得て、重要な政策領
域を特定して、相互に影響しあう複数政策を横断的に評価する方向での、更なる取組の
改善につなげていくことが考えられる。 

また、本調査で把握した個別効果検証事例では、複数年にわたって租税特別措置等の
効果検証が実施されている例が確認されている。オランダでは SEA の枠組みのもと、政
策テーマごとに 4～7 年ごとの評価期間が設けられており、その中で各政策の効果検証が
計画・実施されている。またドイツ財務省のインタビューにおいても、議会任期中（4

年）に一度の評価を目指していたが、最終的には 2009 年の評価から 2019 年の評価まで
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10 年の期間が空いたことに関し、効果検証には数年かかることを念頭においているとい
う認識が共有された。タイムリーに効果検証を行うことは重要であるが、同時に効果検
証に必要不可欠なデータを十分に確保するにはデータの蓄積のためのタイムラグが生じ
ることが考慮されるべきである。また、租税特別措置等は短期的な効果だけでなく、長
期にわたる効果を検証する必要があると同時に、オランダ、ドイツへのヒアリングにお
いて、効果検証の計画と設計から公表までに 1 年以上を要している事実が確認されてい
る点を踏まえると、十分な分析とそれらの質を確保するためにも複数年にわたる租税特
別措置等の効果の検証の推進が望ましいと考えられる。 

（２） 効果検証の体制 

オランダでは、個別の政策を対象にした効果検証ごとに研究者、財務省、関係省庁か
ら構成される委員会が設置されており、評価実施者は対象とする政策に関する専門的な
情報の入手や検証手法、結果について関係省庁と対話をしつつ進められる体制となって
いる。運営委員会の委員長には、検証対象の政策に直接関わりのない中立的な立場の政
府関係者（局長級）が任命されており、独立性が確保されるように設計されている。こ
のように、より質の高い効果検証を実行する際には、専門的な知見や技術、独立性を確
保した推進体制が重要である。 

また、オランダでは、イノベーションボックス税制に対する効果検証の際、財務省だ
けでなく、イノベーションボックス税制の政策担当省庁である経済・気候政策省から計
量経済学の知見を持つ人材が効果検証の実施メンバーに任命されていた。また、イギリ
スでは、租特の政策評価を行う歳入庁に経済学の専門家が多数存在しており分析手法に
精通している。他にもドイツ、スウェーデンでも各省庁において、定量分析や計量経済
学に精通した人材の確保、育成の例が確認されていた。これらは重要性の高い政策テー
マを適切に設定すること、効果検証を外部に委託する際には、入札段階においてリサー
チクエスチョンやアウトカムなどの仕様を詳細に決定しておくこと、評価実施者による
分析手法、結果や示唆のレビューができる人材を配置しておくことが重要であることを
示唆しており、日本においても計量経済学を含む定量分析の専門人材を政策評価に携わ
る各省庁に配置することが望ましいと考えられる。 

 

４－１－２. データ環境の改善 

効果検証の質を高めるためには、効果検証に有用なデータの充実、個票データを利用
しやすくするためのデータの集約、効率的かつ安心して効果検証ができる環境としての
データへのアクセスに関する示唆が得られた。 
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（１） データの充実 

オランダのヒアリングにおいて、欧州委員会の規則に準拠して EU 域内における統計
の 7～8 割は統一されており、収集データをルクセンブルグにある欧州連合統計局に送付
することが義務付けられていることによって、データの充実に貢献していることが認識
できた。そのため、データの取得に関する枠組みを整理しておくことも考慮に入れるべ
きと考えられる。 

また、イギリスでは租特の効果検証の主体である歳入庁が自ら把握している業務デー
タを分析へ活用しようとする動きがあり、評価実施者は歳入庁から適用事業者リストを
入手することが可能である。なお、スウェーデンでは、租特の適用企業は自動的に税控
除されるため、適用データの把握が容易である。このため、特定の政策のみの効果を把
握しようとする場合、他の政策の影響を受けた事業者を処置群・対照群から除外するこ
とで、他の政策の影響を考慮して分析することが可能であった。このように適用事業者
の把握や他の政策の効果との切り分けには、業務データの整備・活用が重要であり、将
来的に効果検証を行うためには立案段階で計画、設計しておくことが重要である。 

更に、イギリスでは過去の効果検証、先行研究とそれらの結果が集約された検証デー
タベースが整備されており、このような知見に関する情報の充実と蓄積は効果検証の質
の推進に資するため、日本においても検討されるべきと考えられる。 

（２） データの集約 

オランダでは、統計局が全ての統計の個票データを一か所に集約している。これは、
統計局が経済・気候政策省と連携して約 10 年の期間をかけて構築したものである。これ
によって、ミクロデータの提供が飛躍的に改善したとされている。我が国においても、
既に e-Stat で集計データを取得でき、総務省統計局のオンサイト施設を利用することに
よってあらゆる公的統計の個票データにアクセスすることが可能であることから、同様
の対応は進められている。ただし、オンサイト施設へ直接出向かなければならない等の
不便な点もあり、引き続き利便性向上等を進めることによって、分析に活用できるデー
タの幅を広げていくことが可能と考えられる。なお、参考とした調査対象国における統
計機構は集中型であり、我が国における分散型とは異なることを考慮した対応を検討す
る必要はある。 

（３） データへのアクセス 

また、研究目的等で公的統計の個票データ等を利用する場合、オランダ、イギリス、
スウェーデンでは特定の人のみが利用できる仮想専用通信網でのリモートアクセスによ
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るデータ分析が可能であることがインタビューで確認された。一方で、日本では磁気媒
体（CD-R）等で提供され、事前申請書で申告した環境にてインターネット接続が遮断さ
れた端末を用いて分析を行うこととなっている。今後、どのようなアクセス手段を取る
ことができるのか、セキュリティーと利便性を考慮に入れつつ検討を進めることが望ま
しいと考えられる。 

（４） データ構築に関する議論 

例えばドイツにおいては、適正な租特の効果検証を行うために必要なデータが十分に
把握されていないという課題感から、財務省が有識者を含めたワーキンググループ
（NeSt）を開催し、税務データへのアクセス基盤の構築に向けた議論が進められてい
る。議論は、政府関係者のみに留まらず、実際にデータを活用する研究者も含める形で
進められている。我が国でも、政府関係者だけでなく、政策の効果検証に関わっている
様々な立場のメンバーを含む形で議論を活発に行うことによって、効果検証に必要なデ
ータ構築を進めていくことが期待される。 

 

４－１－３. 効果検証の実施 

（１） アウトカム指標や効果検証手法の選択 

イギリスの R&D tax relief for SMEs の効果検証事例においては、欧州委員会の規定に
よって評価実施前からアウトカム指標が設定されており、評価実施者はそれに沿って評
価を実施したことを確認した。このように評価実施者の視点によって左右されない指標
を事前に設定することは評価に客観性をもたらすものとなり、アウトカム指標の設定方
法において検討されるべきと考えられる。また、イギリスの評価実施者は、政府関係者
との対話のために、計量経済学・統計学等の深い知見を有していなくても、ある程度は
わかりやすい効果検証手法として回帰分析を意図的に選択したとコメントしており、効
果検証を円滑に進めるためには、政策担当省庁にとってわかりやすい手法を選択するこ
とも重要であることを示唆している。理解のしやすさも、分析手法の選択において検討
されることが望ましいと考えられる。オランダのヒアリングでは、評価主体である政府
から検証手法に関する指定があったことが分かった。評価主体である政府が設定するこ
とにより、検証結果の受け止めが容易になる場合もあり、この点も検討余地はあると考
えられる。 
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（２） 対照群の設定が困難な場合の工夫 

フランスにおける ZFU の効果検証では、地域政策の効果検証を実施する際に、特定の
地域のみが政策介入の対象地域であったため、似た政策を適用した類似の地域を活用す
ることによって対応した。このような方法は因果推論等の効果検証を実施する上で、処
置群と似た属性を持つ対照群を特定することが困難なケースへの示唆となる。また、評
価実施者へのインタビューにおいて、類似地域の特定が困難である場合には、複数の地
域のデータを加重平均して仮想的な値を推計する合成コントロール法を活用し、効果検
証を実施する方法があるとの示唆が得られた。 

（３） 類似する租特や政策との効果の切り分け 

フランスやスウェーデンの事例では、傾向スコアマッチングや Coarse Exact Matching

（CEM：大まかな属性で厳密なマッチングをする方法）などのマッチング法を用いて、
処置群と類似した対照群を設定していることを確認した。効果検証の対象とする租特と
類似した目的や要件を持つ他の租特や政策が実施されている場合、それぞれの効果を切
り分け、効果検証対象の租特の効果のみを観察する必要が生じるが、オランダやスウェ
ーデンの評価では効果検証の対象とする租特と類似した目的や機能を持つ他の租特や政
策の影響の可能性については処置群と同様とみなし、類似するものを処置群、対象群の
両方に入れることで他の政策の影響を受けた確率が均等になるようにして、効果検証対
象の租特の効果のみを観察することを試みる方法を取っている。更にスウェーデンで
は、他の租特を適用したことが把握できる事業者を効果検証対象から除外している。他
租特の影響を除去するためには、マッチング法で類似事業者を選定することが一定有効
であることが示唆された。また、他の政策の適用有無が具体的に把握できる場合、適用
事業者が一部であればサンプルから除外することも考えられる。一方で、ほかの適用事
業者が多数いる場合は、処置群・対照群ともに、その租特の適用事業者に特定して分析
を行うことで影響を制御することが望ましい。なお、オランダのイノベーションボック
ス税制に関する効果検証では、イノベーションボックス税制と似た目的の WBSO の適応
を適用した事業者を処置群と対照群両方に設定することによって、処置群は WBSO とイ
ノベーションボックス税制の効果、対象群は WBSO のみの効果が観察できるようにし
て、イノベーションボックス税制のみの効果の観察を可能にしている。イノベーション
ボックス税制では、WBSO の適用が必須要件として設けられていることから、処置群と
対照群の両方が WBSO を適用している状況となる。 

（４） 定性分析の活用 

イギリス、オランダでは、定量分析に加えて、定性分析を実施しており、効果検証対
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象の租特における有効性と効率性についてはインタビューにて利用者の生の声を拾って
いる。定量分析のみでは効果が十分に捉えられない場合には、定性分析を実施すること
も有効であることが確認され、日本における租特の効果検証でも実施されることが望ま
しい。更に、効果検証でアンケート調査を実施している調査対象国では、バイアスを考
慮して、租特の適用事業者だけでなく、非適用事業者も調査対象としており、アンケー
ト調査を実施する際にはこの点に留意すべきである。オランダのイノベーションボック
ス税制に関する効果検証では、手紙でアンケートを送付していたことから、アンケート
対象者にとっては回答に手間がかかる形となっており、回答率も低くなっていた。こう
した事例を踏まえ、アンケートを電子媒体で送付する方法や、事前にどのような層
（例：税務部、研究開発部門等）にアンケートを回答してもらいたいかを明確にしてお
くことによって、十分なサンプルサイズを確保するために回答率を上げること役立つと
いう考え方が、本調査のインタビューにおいて共有された。また、イギリスの R&D tax 

relief for SMEs に関する効果検証では、アンケート送付前に、歳入庁からアンケート調査
対象者にアンケートを実施する旨を連絡した上で、その後に実際にアンケートを送付し
たことで回答率を上げている。政府の正式なアンケートであると示すことも有効であ
り、アンケートの送付は外部委託者ではなく、政府関係者から行うことで、回答率が上
がる傾向があることが評価実施者とのインタビューで分かった。日本においてもアンケ
ート調査を行う際には、回答の手間の簡素化や政府によるアンケートであることを明示
するなどの工夫を施すことが望ましいと考えられる。 

 

４－１－４. 効果検証結果を政策形成に取り込むための工夫 

政策の効果検証結果は、政策の改善や継続の是非に関する意思決定に活用することで
価値を持つものとなる。 

（１） 透明性の保持 

本調査で実施したインタビュー全般において、効果検証の主体である政府機関、評価
実施者ともに透明性に関する重要性の認識が共有された。この点に関しては、我が国に
おいても、各府省が公表している政策評価書を総務省行政評価局が取りまとめるなど、
一定程度は実施されており、本調査における全ての調査対象国においても同様に政策評
価の結果が公表され、透明性の確保はされているものと考えられる。政策の効果検証結
果が政策改善や継続の是非に関する意思決定に反映されるためには、まず、効果検証結
果の透明性を確保することが重要であり、調査対象国で普遍的に共有されている結果の
公表の重要性を踏まえて、引き続き日本においても検証結果の透明性を堅守する必要が
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ある。 

（２） 理解、活用されやすい表現方法での情報提供 

ドイツでは、2009 年に実施された 20 件の租特に関する評価において、信号機の色と
評価結果を関連付けた分かりやすい、「赤（廃止するべき）」「黄色（改正するべき）」
「青（十分）」に分けた評価を行った。この結果はメディアの注目を受け、それによっ
て政策評価を踏まえた対応の必要性が世間から求められるようになるなど、評価結果が
政策の意思決定に活用されやすくなったことがインタビューにおいて分かった。これは
一部の専門家しか読み解くことができないような難しい内容でなく、特別な前提知識が
なくても理解できる平易な内容とし、メディアや市民が関心を持つための工夫すること
が望ましいことを示唆している。市民参加という観点からも、専門的な知識を持たない
市民にも検証結果は広く共有されるべきである。しかしながら、単純化しすぎた評価結
果は政策担当者が参考にするのには十分ではなく、ドイツにおける 2019 年の効果検証の
分析結果は円グラフや棒グラフで整理されており、これは政策担当者にとって参考にし
やすいまとめ方にしているという考えもインタビューにおいて共有された。これらを踏
まえ、効果検証の結果を広く理解、活用されやすい形で情報提供するためには、評価結
果のまとめ方については対象者によって表現方法を使い分けるなど、わかりやすく整理
されることが望ましい。一方で、オランダのイノベーションボックス税制の担当省庁の
インタビューにおいては省庁側の担当者にもそれぞれ定量分析や計量経済学に精通した
人材が配置されており政策評価者が出した分析結果やその示唆について、省庁側でのレ
ビューや結果の要因について考察が行われていることが分かり、租特の所管省庁におい
て、評価結果を受け止められる定量分析や計量経済学の専門家の配置も同時に検討され
るべきであると考えられる。 

（３） 政策形成に反映されるための仕組み 

オランダでは、租税特別措置等の効果検証の結果、十分に効果が出ていないという結
果が出た場合には、租特の廃止または租特の改善等の行動が必要であることが予算ルー
ルで定められており、基本的に租特は廃止または見直されることとなっている。実際、
近年においては新たに導入された租特よりも廃止された租特の方が多くなっている。こ
のようなルールの設定は、他の調査対象国では確認できない。日本に限らず多くの国に
おいて、様々な要因によって制度の見直しは難しいケースが想定されるが、効果検証の
結果から得られた示唆を、政策の質を高めるために、政策立案、政策改善時に活用する
ツールとして定着させることが望ましい。それを踏まえて、十分に効果が出ていないと
される検証結果が導出された場合でも、その結果をどう政策形成に反映させるかの検討
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を行うことが必要と考えられる。 

 

４－２. 今後の取組に向けて 

本調査を通して、諸外国における租税特別措置等の効果検証の取組を把握し、今後、
我が国において取り組むべき内容を整理した。ただし、日本では租特を対象にした評価
の取組が確立しているなど、諸外国よりも進んでいる面もある。更に、調査対象国でも
租特の効果検証は進んでいる取組がある一方で、まだ道半ばの部分があることも確認で
きた。そうした点や、我が国と諸外国の背景の違いを意識しつつ、本調査結果を踏まえ
て、我が国における今後の取組の方向性を検討する必要がある。これまでに「効果検証
制度・体制の構築」「データ環境の改善」「効果検証の実施」「効果検証結果を政策形成
に取り込むための工夫」の 4 つの観点において示唆を得たが、最後に我が国と調査対象
国の背景の違いを鑑み、まずはどのようなことから取り組んでいくことが考えられるか
について整理する。 

４－２－１. 効果検証制度・体制の構築 

限られた資源を有効に活用し、国民により信頼される行政を展開するためには、政策
の効果検証を行うことが重要であるが、効果検証の対象となり得る政策は多岐にわたる
ため、実際に効果検証を行う際には効果的、かつ効率的な実施制度を検討する必要があ
る。そのため、我が国においても、政策の優先順位付けや複数政策の包括的な評価等に
係る方針を戦略的に検討することが考えられる。その際に、法令等に規定された見直し
時期を鑑み、社会的トレンドを基に最も重要な政策を選定し、効果検証の計画を事前に
立てることが望ましい。加えて、適切に効果検証や制度改正を進めるためには長い期間
を要するため、複数年にわたる租税特別措置等の効果検証を計画的に進めることが考え
られる。また、効果検証の計画を踏まえて、質の高い分析を実践するためには、政策の
実施主体からの独立性が確保された体制とすることに加え、分析手法に係る専門知見を
有する人材を政策評価に携わる各省庁へ配置することが重要である。専門人材の育成に
は時間を要するが、まずは各省庁の職員向けに定量分析に関する研修から取り組むこと
が考えられる。 

 

４－２－２. データ環境の改善 

効果検証に利用できるデータの充実は不可欠であり、我が国でもデータ整備に取り組
む必要がある。調査対象国では、統計データを一つの機関へ集約することによって、デ
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ータ利用者にとってアクセスしやすい環境が整備されており、我が国でも同様の取組は
進んでいるが、統計機構などの制度面での違いを意識しつつ、更なる利便性向上を図っ
ていくことが望ましい。加えて、我が国におけるデータ環境を更に改善するためには、
ドイツの NeSt のように、データ利用者と議論して利用者の意見を取り込みながら、デー
タ整備・アクセス面の課題を整理し、それに対する施策に取り組んでいくことも有効と
考えられる。 

 

４－２－３. 効果検証の実施 

アウトカム指標の設定や効果検証手法の選択において、評価実施者のみでなく、評価
主体である政府による関与を、より積極化する方向で検討すべきである。これは評価実
施者が誰かによって左右されない評価を確保するだけでなく、評価結果が出た後の政府
による受け止めにも有効と考えられる。 

また、当該租特のみを切り分けて効果検証するためには、政策立案時に類似した政策
の適用を適用条件と定めることで、オランダの事例のように、処置群と対照群の両方に
類似した政策を適用した企業を設定することによって、他の類似した政策の効果を打ち
消すことが可能となるため、事後評価を見据えて処置群と対照群の両方に含めることが
できるような適用条件の工夫をしておく価値はある。一方で、既存政策の適用条件の見
直しは現実的には難しく、今回ヒアリングを行った欧州の評価実施者のようにマッチン
グ法を用いて類似した処置群及び対照群を設定し、他の政策の影響を受ける確率が同様
と評価結果で整理することで、我が国でも他の政策の影響を切り分けた分析が可能とな
ると考えられる。 

 

４－２－４. 効果検証結果を政策形成に取り込むための工夫 

効果検証の活用については、オランダのように予算法に政策評価の活用を義務化する
ことが考えられるが、そのような法改正は現実的には困難な可能性が高いと考えられ
る。そのため、評価結果の活用につなげるためには、国民・メディアにわかりやすく評
価結果を公開することが考えられる。ドイツの事例のように、メディアの注目を浴びれ
ば、評価結果の活用について各担当省庁へ圧力がかかることがあり、制度の見直しにつ
ながることが考えられる。そのため、評価結果については、対象者によって表現方法を
使い分け、複数バージョンを用意するなど、対象者によってわかりやすく整理されるこ
とが検討されるべきである。 




